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 平成３０事業年度に係る業務の実績に関する報告書 

 

１ 法人の概要（報告書提出日の属する年度の５月１日現在） 

 (1) 名称及び所在地  

公立大学法人尾道市立大学 広島県尾道市久山田町１６００番地２ 

 (2) 法人設立の年月日 

 平成２４年４月１日 

 (3) 資本金の額及び設立団体 

ア 資本金の額 ２，１７５，１１６，６２０円 

イ 設立団体 尾道市 

 (4) 中期目標の期間 

 平成３０年（２０１８年）４月１日～令和６年（２０２４年）３月３１日 

 (5) 目標及び業務 

ア 目標 

 この公立大学法人は、大学を設置し、及び管理することにより、地域に貢献する知の創造、応用及び蓄積を図る知的活動の拠

点として、主体的に考え、行動し、地域社会で活躍できる実践力のある人材を育成するとともに、地域に根ざした高度な研究を

行い、もって地域社会の発展に寄与することを目標とする。 

イ 業務  

 ① 大学を設置し、これを運営すること。 

 ② 学生に対して、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

 ③ 法人以外の者からの委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を

行うこと。 
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 ④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

 ⑤ 尾道市立大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

 ⑥ 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 (6) 役員の状況（平成３１年３月３１日現在） 

    役 職        氏 名      就任年月日       備 考 

    理事長兼学長     中谷  武    平成３０年４月１日    

    理事兼副学長     菅  準一    平成３０年４月１日    

    理事兼副学長     藤沢  毅    平成３０年４月１日    

    理事兼事務局長  寺山 修司    平成３０年４月１日    

    理事（非常勤）    田邊 耕造    平成３０年４月１日   アンデックス株式会社代表取締役 

    理事（非常勤）    菅  壽一    平成３０年４月１日   広島大学名誉教授 

    監事（非常勤）    槇原 清隆    平成３０年４月１日   税理士 

    監事（非常勤）    島本 誠三    平成３０年４月１日   弁護士 

 (7) 経営審議会及び教育研究審議会（平成３１年３月３１日現在） 

   経営審議会 

    氏 名        現 職 

    中谷  武      理事長兼学長 

    菅  準一      理事兼副学長 

    寺山 修司      理事兼事務局長 

    田邊 耕造      アンデックス株式会社代表取締役 

    津浦  実      学校法人ＩＧＬ学園本部長 

    吉田 大造      製鐵原料株式会社代表取締役社長 

    中野 常男      国士舘大学経営学部経営学科教授 

   教育研究審議会 

氏 名        現 職 
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中谷  武      理事長兼学長 

菅  準一      理事兼副学長 

藤澤  毅      理事兼副学長 

菅  壽一      広島大学名誉教授 

寺山 修司      理事兼事務局長 

邵   忠      経済情報学部長、国際交流センター長 

吉原 慎介      芸術文化学部長 

信木 伸一      芸術文化学部日本文学科長 

森本 幾子      地域総合センター長 

井本  伸      教務委員長 

柴  市郎      学生委員長 

小川  長      キャリア開発委員長 

藤川 功和      広報委員長 

高垣 俊之      教養教育委員長 

(8) 教職員の状況（平成３０年５月１日現在） 

  教員  ５９人（学長を除く尾道市立大学専任教員） 

  職員  ２５人（市派遣職員、法人採用常勤職員） 

 (9) 法人が設置運営する大学の概要 

  ア 学部等の構成 

    学部   経済情報学部 芸術文化学部 

    大学院  経済情報研究科 日本文学研究科 美術研究科 

イ 学生の状況（平成３０年５月１日現在） 

  総学生数 １，４６９人 

  （内訳） 学部学生 １，４３１人（経済情報 ９６１人 芸術文化 ４７０人） 

       大学院生    ３８人（経済情報   ６人 日本文学   ３人 美術   ２９人） 
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 (10) 沿革 

   昭和２１年 ７月 尾道市立女子専門学校開学 

   昭和２５年 ４月 尾道短期大学開学 

   平成１３年 ４月 尾道大学開学 

   平成１７年 ４月 尾道大学大学院開学 

   平成２４年 ４月 公立大学法人尾道市立大学設立 

            尾道市立大学に改称 

 

２ 全体的な状況と自己評価 

 (1) 総合的な評価 

 平成３０年度は第二期中期計画の初年度であり、教育、研究、地域貢献、国際交流、自己点検・評価の各分野における重点取組

項目を明確にし、理事長を中心に自律的で効果的な事業実施に取り組んだ。 

 具体的には、第二期中期計画に掲げた重点課題の達成に向けた事業に着手するとともに、業務運営の改善及び効率化に向けた取

組を推進し、個別の課題解決に向けて平成３０年度年度計画の着実な実施に取り組んだ結果、年度計画を概ね順調に達成すること

ができた。 

 (2) 評価概要 

  ア 教育研究等の質の向上 

   (ｱ) 教育の質の向上 

教養科目の充実として、「思考とデザイン」を新たに開講した。また、2019 年度から経済情報学科の開放科目「民法Ｉ」を閉

講し、教養教育の正規科目として「民法入門」の開講及び専任教員の採用を決定した。 

英語教育について、2019年度から少人数のクラス編成を行うため、ネイティブの英語教員の採用を決定した。また、入学生の

より適切な学力把握のため、TOEIC IPテストを TOEIC Bridge IPテストに変更することを決定した。 

体系的な教育課程の編成について、全学レベルのカリキュラム・ポリシーに基づく履修モデルとカリキュラムマップを作成す

るために、全学科、教養科目、教職科目に共通するナンバリングの基本的なルールを作成した。 

要対応学生の早期発見について、教学データの共用や個別指導を進めるとともに、適切な出席データを収集するために、ポー
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タルへの出席登録状況に関する、全教員へのアンケート調査を行った。 

幅広い視野と豊かな人間性を涵養する取り組みについては、三学科の教員によるワーキンググループを組織して、アクティブ・

ラーニングの実施状況の調査や、今後の具体化の検討などを行った。 

経済情報学部では、特別演習プログラムにより一定数の優秀な学部生を継続的に確保できており、学部生の大学院への進学と

大学院の定員充足を図るために早期履修制度と秋入学制度を創設する学則・内規等の改定案を策定した。 

 

   (ｲ) 研究の質の向上 

科研費のＦＤ研修会では教職員 25名が参加し、外部講師から科研費制度の変更や注意点、審査結果の見方などについての説明

を受け、分かり易く印象的な研究計画調書の策定について研修を行った。 

教員のサバティカル制度については、経済情報学部から 1 名を決定し、2020年度に実施することとした。 

 

   (ｳ) 学生への支援 

「学生生活実態調査」を実施し、本学に学ぶ学生の生活や修学の状況、課外活動、アルバイトなど、学生生活を支援するため

の基礎データを収集した。なお、その結果を報告書に取りまとめ、学内外に公開した。 

従来の就業体験型のインターンシップに加えて、企業研究の充実、専門性を生かした内定に結びつくようなインターンシップ

先の開拓、傷害保険の適用範囲の拡充など、進路支援体制を充実させた。 

 

  イ 地域貢献及び国際交流 

   (ｱ) 地域貢献 

公開講座・公開授業を合計 42回開催し、受講者のアンケート調査の結果、満足度の上昇を確認した。サテライトスタジオを学

生、教員の街中拠点とし、市民向けの講座や展覧会等を開催して、地域交流の場として活用した。 

 

   (ｲ) 国際交流 

台湾の華梵大学、ベトナムのハノイ大学と新規に交流協定を締結したことにより、本学との協定校は 4カ国 12校となった。美

術学科では台湾の国立嘉義大学との交流展を本学で実施した。また、経済情報学科では 2019 年度に同大学とミニカンファレンス
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を行うことを決定した。 

2019 年度から新たに協定校の学生を短期間受け入れる「尾道市立大学夏季プログラム 2019 日本・地域文化研修」を計画し、

体制を整えた。 

 

  ウ 財務内容の改善 

外部資金獲得の一助として、学内の文書共有サーバーを利用して、公募中の外部資金獲得情報を一覧できるようにした。 

 

  エ 自己点検・評価及び情報の提供 

Web小委員会を立ち上げ、今後のホームページのあり方や、コンテンツについて検討し、その骨子をとりまとめた。 

 

  オ その他業務運営 

西日本豪雨災害等の大規模災害に際して、関係機関と連携を図り、最善策を講じた。また、学生、教職員が、地域の災害ボラ

ンティア活動に参加する等、災害時における地域と連携した危機管理対応を行った。 

 

 (3) 対処すべき課題 

  ア 教育の質の向上 

教養教育の充実に向け、科目の新規開講や少人数のクラス編成を一層推し進める。また、アクティブ・ラーニングを充実させ

るための検討を進める。 

 

  イ 学生への支援 

学生の専門性を重視した企業研究の充実や、将来の就職に効果的に結びつくインターンシップ・プログラムを一層充実させ、

推進する。 

 

 (4) 従前の評価結果等の活用状況 

平成３１年度は、第 1 期中期目標・計画の取組みから明らかになった重点的項目及び課題を踏まえて、第２期中期目標の着実
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な実施に向け、年度計画および中期計画を着実に実施する。 

 

 (5) 平成３０事業年度に係る業務の項目別評価総括表 

中期計画項目 

中期計画 

項目数 

年度計画 

項目数 

項目内の評点の内訳 

（個数） 合計 平均 

４点 ３点 ２点 １点 

第４ 教育研究等の質の向上 32 111 23 88 0 0 356 3.2  

１ 教育の質の向上 18 73 19 54 0 0 238 3.3  

(1) 質の高い体系的な教育課程の編成 3 19 3 16 0 0 60 3.2  

(2) 幅広い視野と豊かな人間性をもち、国際的に通用する人材の育成 4 19 5 14 0 0 62 3.3  

(3) 専門的知識と技能を身につけ、社会に貢献できる人材の育成 2 9 2 7 0 0 29 3.2  

(4) 教育力の向上 2 7 1 6 0 0 22 3.1  

(5) 学生の受入れ 4 8 3 5 0 0 27 3.4  

(6) 大学院教育 3 11 5 6 0 0 38 3.5  

２ 研究の質の向上 4 16 0 16 0 0 48 3.0  

(1) 研究の活性化 2 8 0 8 0 0 24 3.0  

(2) 研究の実施体制 2 8 0 8 0 0 24 3.0  

３ 学生への支援 10 22 4 18 0 0 70 3.2  

(1) 学習の支援 3 9 0 9 0 0 27 3.0  

(2) 学生生活の支援 3 7 1 6 0 0 22 3.1  

(3) キャリア形成の支援 3 4 2 2 0 0 14 3.5  

(4) 経済的支援 1 2 1 1 0 0 7 3.5  

第５ 地域貢献及び国際交流 5 13 4 9 0 0 43 3.3  

１ 地域貢献 2 8 2 6 0 0 26 3.3  
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(1) 地域社会との連携・協働 1 4 1 3 0 0 13 3.3  

(2) 地域での人材育成と学習機会の提供 1 4 1 3 0 0 13 3.3  

２ 国際交流 3 5 2 3 0 0 17 3.4  

(1) グローバル化の推進 3 5 2 3 0 0 17 3.4  

第６ 業務運営の改善及び効率化 3 5 1 3 1 0 15 3.0  

(1) 教育研究組織の充実 1 2 1 0 1 0 6 3.0  

(2) 業績評価制度の確立 1 2 0 2 0 0 6 3.0  

(3) 事務処理の改善・効率化 1 1 0 1 0 0 3 3.0  

第７ 財務内容の改善 4 4 0 4 0 0 12 3.0  

(1) 資源の適正配分 2 2 0 2 0 0 6 3.0  

 (2) 外部資金等の獲得 2 2 0 2 0 0 6 3.0  

第８ 自己点検・評価及び情報の提供 3 4 0 4 0 0 12 3.0  

(1) 自己点検・評価の充実 1 1 0 1 0 0 3 3.0  

 (2) 情報公開及び広報活動の推進 2 3 0 3 0 0 9 3.0  

第９ その他業務運営 3 5 1 4 0 0 16 3.2  

(1) 施設・設備の整備の活用 1 1 0 1 0 0 3 3.0  

(2) リスクマネジメントの強化及び法令遵守の推進 2 4 1 3 0 0 13 3.3  
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３ 項目別の状況 

中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評点 計画の進捗状況等 評点 特記事項 

第４ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）質の高い体系的な教育課程の編成 

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、教養教育と学部専門教育の密接な連携といっそうの充実を計り、確かな基礎学力の上に質の高い体系的な教育

課程を編成する。さらにはユニークな学科構成を有効に活用した教育課程の充実を図る。 

 

① 教養科目と専門教育科目が

連携した履修モデル（コア科

目）を整備し、基本理念の実

現に直結するカリキュラムマ

ップを作成する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学部内で専門教育科目と教養教育科

目の連携と教養科目の必修科目化を

学部教務委員会が主体的に検討し

て、全学教養教育委員会と連携して

その実現に向けて具体化する。 

3 ・教養科目の必修化について、教務委員会

で検討した結果、3コースに共通する科目

として、教養数学が挙がった。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科専門科目について、カリ

キュラムマップ原案を作成する。 

3 ・日文ポートフォリオのための教育内容の

ガイドラインをベースに、カリキュラムマ

ップの原案を作成した。 

  

≪美術学科≫ 

・学部共通科目・専門基幹科目等の各

科目の位置づけを精査し、コア科目

整備の素案を案出する。また、現行

の実技系科目の教育内容及び各年次

3 ・１年次（共通）、２〜４年次（各コース）

におけるコア科目、各年次のカリキュラム

マップについて、専門実習科目を軸に、素

案をまとめた。 
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のカリキュラムを精査し、各コース

の各年次に相応しいカリキュラムマ

ップ（素案）を案出する。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・全学レベルのカリキュラム・ポリシ

ーを実現する履修モデルとカリキュ

ラムマップについて、教務委員会と

連携して基本理念を確立する。 

3 ・全学レベルのカリキュラム・ポリシーを

実現する履修モデルとカリキュラムマッ

プについて、教務委員会と連携してその基

盤となるナンバリングの方針を決めた。 

  

【教務委員会】 

・全学レベルのカリキュラム・ポリシ

ーを実現する履修モデルとカリキュ

ラムマップの検討と、学科間調整の

準備に入る。 

4 ・履修モデルとカリキュラムマップについ

て、教養教育委員会と連携してその基盤と

なるナンバリングの方針を決めた。 

・学科間の専門性の違いから、教養科目や

TOEIC IP テストといった共通カリキュラ

ムに対する課題に対して意見交換を行っ

た。英語教育について、本学の学生の現状

に合わせた実質的な尺度になりうる

TOEIC Bridge IPテストへの変更を行うこ

とを決定した。 

  

② 学士課程及び大学院課程の ア 学部・学科 
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提供科目にナンバリングを導

入し、より体系的な教育を展

開する。 

≪経済情報学部≫ 

・経済・経営・情報 3コースの教養教

育と専門教育を体系的に管理できる

ナンバリングの導入のために学部教

務委員会が主体的に調査と検討を行

い、他学科と連携して実現に向けて

取り組む。 

3 ・全学教務委員会より提示される全体の共

通規則を元に、他大学のナンバリング体系

を参考にした具体案の作成に着手した。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科専門科目について、ナン

バリング原案を作成する。 

3 ・学科の教育特性に基づくカリキュラムマ

ップに連動したかたちでのナンバリング

原案を策定した。 

  

≪美術学科≫ 

・学部及び大学院において提供する実

技系各科目等の学修内容を精査し、

項目立て等を行うなどして、ナンバ

リング導入に向けて整理を行う。 

3 ・実技系科目の学修内容を各コースにおい

て精査し、特徴的な項目を抽出し検討し

た。 

  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・教養教育科目にナンバリングを導入

する前段階として、現存の教養教育

科目の整理と、新設の教養教育科目

の位置づけを確認する。 

3 ・教養教育科目にナンバリングを導入する

前段階として、現存の教養教育科目の整理

と、新設の教養教育科目（「思考とデザイ

ン」）の位置づけを確認した。 

  

【教務委員会】 

・全学的に共有でき、シンプルで理解

しやすいナンバリングのシステムの

検討を行い、既存の科目名との照合

3 ・全学科、教養科目、教職科目に共通する

ナンバリングの基本的なルール（記号、桁

数、項目など）を作成した。 
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作業を行う。 

③ 基礎的学力の修得とともに

論理的思考力、判断力、表現

力を高める教育手法を充実さ

せる。また、プレゼンテーシ

ョンやフィールドワークを重

視した、アクティブ・ラーニ

ングを全学的に実施する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・基礎演習及び専門演習で行われてい

る必携パソコンの活用によるプレゼ

ンテーションと、学外修学活動助成

を活用してゼミ単位で行われている

フィールドワークやアクティブ・ラ

ーニングについて、これまでに実施

した結果を調査して情報を共有し、

改善を図る。 

4 ・必携パソコンの使用状況について、教員

にアンケート調査を行い、結果の情報共有

をおこなった。 

・また、フィールドワークやアクティブ・

ラーニングについて、三学科の教員で組織

されたワーキンググループが調査をおこ

ない、そのデータをもとに今後どのような

連 携 が 可 能 で あ る か を 議 論 し た 。                                            

ゼミ単位の学外修学活動助成は、昨年に制

度が発足して以来、累計 22 ゼミ（同１ゼ

ミ複数実施）の 292名の学生が国内外学会

会議参加発表、他大学との対抗ゼミ、研究

調査、企業見学、ゼミ合宿などのアクティ

ブ・ラーニングで利用した。 

  

≪日本文学科≫ 

・プレゼンテーションやレポート作成

等のパフォーマンスを評価して学生

にフィードバックするための各種ル

ーブリックについて、基本的なもの

の原案を作成する。 

3 ・「研究発表のルーブリック」、「レポートの

ルーブリック」、「論文のルーブリック」の

基本形を作成し、試験的に使用した。 

  

≪美術学科≫ 

・基礎造形科目（1 年次）の学修内容

を精査し、さらなる充実を図る。 

3 ・基礎造形科目の学修内容を精査し、期間

等の変更を行い、また、来年度の課題内容

案を教員間で共有した。 
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・また、各年次の各課題制作に際して、

十分な取材や構想を課し、プレゼン

テーションを伴う講評を充実させ

る。 

・また、各年次の各課題制作に際して、十

分な取材や構想を課し、プレゼンテーショ

ンを伴う講評を充実させた。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・新規に採用した「数学」の特任教員

により、一層の基礎学力の向上の体

制を整える。「英語」の特任教員の採

用について検討する。 

3 ・「数学」の特任教員の採用によって、基礎

学力の向上の体制を整えた。「英語」の特

任教員の採用について検討し、採用人事を

行った。 

  

【教務委員会】 

・既存の科目ですでに実施されている

アクティブ・ラーニング的手法を整

理し、全学的に共有する。アクティ

ブ・ラーニングを実現する授業環

境・形態・内容についての学部学科

の検討を踏まえ、具体化に必要な教

育環境（教室・クラスサイズ・教員

配置）を準備する。 

4 ・アクティブ・ラーニング・ワーキンググ

ループを三学科の教員で組織した。「地域」

を共通テーマとして本学での地域活動の

実施状況を調査し、活動内容の公開方法や

3 学科の協働が考えられる科目の検討等

を行った。学生の自主的な提案を得る取り

組みとして、カフェ方式の談話会をもとに

継続的に学生が参加できる場の検討等を

行った。 

  

④ 教学データの蓄積と分析を

有効に行い、要対応学生を早

期に把握し、リメディアル教

育や少人数教育による個別指

導の充実を図る。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生の講義への出席頻度や勉強意欲

の薄い学生の傾向性といったデータ

を集約し共有することにより、要対

3 ・教務委員会の調査要請を受け、学部内全

教員に協力を依頼し、出席登録のデータを

収集した。 
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応学生の状況を早期に把握し、その

対策や指導方法について学部教務委

員会で検討して実行可能な具体案を

作成する。 

≪日本文学科≫ 

・専門教育科目の教学データの蓄積と

分析を行い、課題を析出し対応策を

立てる。リメディアル教育や個別指

導の必要な学生を把握するため、古

典テキストの読解力を測る入学時検

査を充実する。 

3 ・出席状況、成績、GPA などの教学データ

は学科会を通じて共有し、課題をかかえた

学生の対応に生かした。入学後の古典読解

力の把握のためのテストを実施し、これを

もとに要対応学生を析出し、課外講座「か

んたん古典入門」において指導を行った。 

  

≪美術学科≫ 

・各教員がアトリエに出向いて個別指

導を行い、要対応学生の早期発見に

努める。また、面接などで作品ファ

イルを活用しながら個々の学生にと

って必要な指導を行う。 

3 ・各教員がアトリエに出向いて個別指導を

行い、要対応学生の早期発見に努めた。ま

た、面接などで作品ファイルを活用しなが

ら個々の学生にとって必要な指導を行っ

た。 

  

イ 教養教育 

【教務委員会】 

・出席データの収集と観察を今以上に

厳とし、定量的に観察可能な単位取

得状況、TOEIC IP 成績データの有効

活用を図る。 

3 ・適切な出席データを収集するための準備

として、全教員に対しポータルへの出席登

録状況について、アンケート調査を行っ

た。 

  

（２） 幅広い視野と豊かな人間性をもち、国際的に通用する人材の育成 
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（中期目標）教養教育、国際交流事業等により、幅広い視野と豊かな人間性を涵養し、外国語でのコミュニケーション能力を身につけた国際的に通用するグロ

ーバル人材を育成する。 

①  社会科学と人文、芸術系を

幅広く学ぶ本学独自の教養科

目を充実させる。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・経済・経営・情報 3コースにわたる

各専門分野の最新のトピックスの横

断的なオムニバス形式の授業を新設

する可能性を含めて学部教務委員会

で調査と研究を行った上、具体案を

作成する。 

3 ・調査研究の結果、アクティブ・ラーニン

グの重要性が認識され、アクティブ・ラー

ニングの授業科目の新設に重点を置くこ

ととなった。そのため、アクティブ・ラー

ニングを全学的に展開する準備として、三

学科の教員で組織されたワーキンググル

ープが現在の実施状況について調査を行

った。そのデータをもとに今後どのような

科目を新設できるかを議論した。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科から提供している教養科

目について内容の充実を図る。 

3 ・「文章表現法入門」の内容の充実のため、

教材等資料の蓄積と学科教員間の共有を

行った。 

・日本文学科から提供する新たな教養科目

について検討した結果、既に十分な科目を

提供していると判断した。 

  

≪美術学科≫ 

・美術学科の学生にとってより有益な

教養科目を検討し、具体的な提案を

行う。 

3 ・教員間で教養科目案の意見を集約した。

また、新規に開講した美術学科専任教員担

当の「思考とデザイン」について状況を報

告し、成果を検証した。 

  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 3 ・美術学科専任教員が担当する「思考とデ   
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・美術学科専任教員が担当する「思考

とデザイン」を新規開講し、芸術分

野の教養科目を充実させる。 

ザイン」を開講した。また平成 31 年度よ

り経済情報学科専任教員が担当する「民法

入門」を教養教育の正規科目として新設す

ることを決定した。 

【教務委員会】 

・企画された科目充実の具体化にかか

わる準備作業を適宜行う。 

4 ・経済情報学部の新任教員採用に伴い、開

放科目である「民法 I」を閉講し、芸術文

化学部学生に向けた法律関連の科目とし

て「民法入門」の開講することを決定した。 

  

② 海外留学等のプログラムの

充実・促進を図るとともに、

地域の歴史や文化への理解を

深める中で、国際社会と積極

的にかかわることが出来る人

材を育成するプログラムを開

発する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・尾道地域の歴史や文化のフィールド

ワークを実施するとともに、海外の

協定校と連携して、異文化コミュニ

ケーション、グローバル経済・経営・

情報を内容とする新しい留学プログ

ラムの創設を全学国際交流運営委員

会と連携して推進する。 

4 ・国際交流センターが進めている来年夏の

提携校向けの短期日本文化研修プログラ

ムの企画において、経済情報学部は、日本

経済及び地域経済の講義を担当する。講義

内容について協議した。 

  

≪日本文学科≫ 

・「多文化理解」をテーマにした企画

について立案する。 

3 ・海外からの留学生、海外研修を経験した

学生、および外国人教員との情報共有がで

きるような企画について、可能な案を集約

し、「日本文学科文学散歩」を地域文化に

ついてのフィールドワークを取り入れた

「おのみち文化スタディ」（仮称）に発展

させる中で、留学生と日本文学科学生の文

化交流を組み込む方針を決めた。現行の
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「日本文学科文学散歩」へ日本文学科留学

生が 3名参加した。 

≪美術学科≫ 

・国立嘉義大学との交流展を実施し、

展示作業やギャラリートークなどを

活用した交流の場を設ける。 

4 ・国立嘉義大学と本学では初めてとなる国

際交流展を 1ヵ月間開催した。来場者は本

学附属美術館で 405名、サテライトスタジ

オで 2,068 名であり、開催前日には嘉義市

長夫妻も式典に参加された。 

  

イ 教養教育 

【地域総合センター】 

・教養教育授業「尾道学入門」（全 15

回）を通して、地域の歴史文化に理

解を深めてもらう。 

4 ・「尾道学入門（全 15回）」275 名受講。92％

の学生が単位認定された。各学部講師 10

名、外部講師 5名が担当し、より尾道の歴

史文化への理解を深めることができた。 

  

【教養教育委員会】 

・英語の少人数教育の実施に向けて、

「総合英語」担当のネイティブ教員

の採用・増員について検討する。ま

た「総合英語」において、より英語

力の高い学生を対象にした「アドバ

ンストクラス」の編成を検討する。 

3 ・「総合英語」担当のネイティブ教員を採用

した。次年度に向けて、より英語力の高い

学生の育成の準備ができた。 

  

ウ 国際交流 

【国際交流センター】 

・既存の海外協定校との交流を深め、

新しい協定校を開拓して、各学科と

連携して提携校の学生のための短期

4 ・協定校であるマウイカレッジから大学関

係者、在学生、カフルイ市内成績優秀選抜

高校生の合計 10 名が本学を訪問し交流し

た。 
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研修交流プログラムの開発に力を入

れる。 

・台湾の国立嘉義大学と美術学科教員によ

る共同作品展を 1ヵ月間開催した。 

・台湾・華梵大学と 7 月に、ベトナム・ハ

ノイ大学と 2月に交流協定を締結した。 

・次年度の夏に協定校の学生を対象に 1 週

間程度の短期研修交流プログラムの作成

に着手した。 

③ 適切な学期制の検討、効果

的な外国語授業の実施等によ

って、国際的に通用する教育

プログラムを実施する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教員のサバティカル制度の利用と学

生の海外研修および国際的に通用す

る特色ある教育プログラムの開発の

ためにクォーター制の導入が不可欠

である。クォーター制の部分導入を

含めて調査、検討を実施した上、結

論を出す。 

3 ・クォーター制について、実施している大

学の状況をインターネットで調査した。部

分的な導入であれば検討の余地はあるが、

対応可能な科目を検討する必要があるこ

とが分かった。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科の教育におけるクォータ

ー制の効用と問題点を整理する。 

3 ・テキストを読む、課題を抽出し調査・分

析する等の研究活動は短期に集中的にす

るものではなく、ある程度の期間をかけて

なす必要があることから、クォーター制は

日本文学科の教育にはそぐわないことが

再確認され、取り入れないことを決定し

た。 

  

≪美術学科≫ 

・美術学科の学修内容やカリキュラム

3 ・美術学科の学修内容やカリキュラムに適

した学期制を検討し、実技系科目に関して
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に適した学期制を検討し、素案を作

成する。 

は現行を引き継ぎ、「通年」を保持するこ

とで合意を得た。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・英語の少人数教育の実施に向けて、

「総合英語」担当のネイティブ教員

の採用・増員について検討する。ま

た「総合英語」において、より英語

力の高い学生を対象にした「アドバ

ンストクラス」の編成を検討する。

（再掲） 

3 ・「総合英語」において「アドバンストクラ

ス」の編成を検討し、次年度から実施に入

ることとなった。 

  

④ 教養教育をより充実するた

め、責任ある実施・運営体制

を整備するとともに、教養科

目の見直し、充実に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学部内で教養教育の実施運営体制を

強化すると同時に、各コースにおい

て専門教育科目履修の基礎となる教

養教育科目を具体的に調査し把握し

た上、教養教育科目の新設の必要性

を含めて検討する。 

3 ・専門教育科目履修の基礎となる教養科目

として、教養数学を検討の候補とした。 

・また、教養教育科目として、既存の民法

I に代わる新規科目の検討を行うことと

した。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科から提供している教養科

目について、グローバル人材の育成

を視野に入れた授業の改善を図る。 

3 ・「日本の文学」「文章表現法入門」「瀬戸内

文化論」「民俗学」「尾道学入門」という科

目について、それぞれ自国である日本の文

学・ことば・文化・民俗について受講生が

学ぶことによって、世界にそれを発信して

いく力を養成していくことになるという
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ことを意識した授業を行った。 

≪美術学科≫ 

・美術学科の学生にとってより有益な

教養科目を検討し、具体的な提案を

行う。（再掲） 

3 ・教養科目案の意見を集約した結果、アク

ティブ・ラーニング、フィールドワーク等

の組み入れの案を得た。 

  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・現行の教養教育の実施・運営体制、

開講科目の問題点についての意見を

収集する。 

3 ・現行の教養教育の実施・運営体制、開講

科目の問題点についての意見を収集し、英

語教育全般における活性化の必要性が指

摘された。また、アクティブ・ラーニング

用の教室整備を教務委員会に要請した。 

  

（３）専門的知識と技能を身につけ、社会に貢献できる人材の育成 

（中期目標）高度な専門的知識と技能を持ち、独創的な表現力、高いコミュニケーション能力を育てる教育内容と教育方法を開発し共有することにより、社会

に貢献できる人材を育成する。 

① 組織的な教育実施体制を強

化するため、入学から卒業・

修了までの一貫した組織的な

教育・学修支援体制を構築、

並びにより厳格で公正な成績

評価の実施など、高度な専門

的知識と技能を持った人材を

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・各授業科目への GPCの導入を検討し

て、公正かつ共通の成績評価基準を

設ける。また、卒業論文審査への主

査・副査制度の導入を推進する。 

3 ・これまでの成績評価の分布について調査

を行った。また、GPC の導入について検討

を行い、成績評価のガイドライン作成に向

けて議論をした。 

・卒業論文の評価基準について、具体的な

評価方法を各教員の専門演習 I 募集要項
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育成する。 に記載するようにした。           

・卒業論文の主査・副査制度の導入につい

て議論をしたが、正式な導入については、

一定の時間を要するため、次年度以降の導

入を目指すこととした。 

≪日本文学科≫ 

・入学から卒業・修了までの一貫した

組織的な教育・学修支援体制として、

学生の文章表現力の向上を促進し、

その成果を可視化するため、外部検

定の導入を試行する。 

3 ・「文章読解・作成能力検定」３級を１年生

で、同準２級を３年生で試行的に実施し

た。 

  

≪美術学科≫ 

・学部のカリキュラムと大学院のカリ

キュラムにより連続性を持たせるよ

う検討し、可能なところから改善す

る。また実技科目を中心に評価項目

（基準）の素案を作成する。 

3 ・学部の基礎力を育成するカリキュラムを

充実させ、大学院での自主的な制作の基盤

を獲得できるようにした。また、実技科目

を中心に評価項目（基準）の素案を各コー

スで作成し、教員間で共有した。 

  

イ 教養教育 

【教務委員会】 

・入学時の学力不足から卒業にいたる

要対応学生について、全学レベルで

統一された情報のきめ細かな把握と

対応・学習支援の適切な制度設計に

入る。 

3 ・5 月に行う保護者への成績通知に際し、

一定基準以下の成績の学生には注意喚起

文書を同封することにした。また、必要に

応じて、10 月にも送付することを検討し

た。 
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ウ 資格指導 

【キャリア開発委員会】 

・就職を「率」ではなく「質」の観点

で捉え、大学が考える「行かせたい

企業」へ受験を促す。その目標とな

る企業に向かって、学部・キャリア

開発委員会が情報共有し、学生を指

導できる体制を構築する。 

4 ・教員とサポートセンター職員で企業訪問

を実施し、学科の専門性を活かせる企業へ

の就職にむけての情報収集を行った。 

・中四国地方の企業 50社を招き、大学主催

の意見交換会を開催し、社会が求める人材

について情報収集を行った。意見交換会で

は、学生による「ポスターセッション」を

昨年に引き続き取り入れ、好評を得た。 

・これらの収集した情報について、委員会

が主体となって学生への提供・就職指導を

行った。 

【教職支援センター】 

・教員を目指す学生をサポートするために、

全学的な教職支援センターを開設した。 

  

② 将来目標を意識しながら、

実体験を通じて学ぶインター

ンシップ・プログラムや事

前・事後学習等を、学部・学

科の専門教育と繋がった体系

的なものとする。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・経済・経営・情報 3コースで習った

専門領域の知識と技能をインターン

シップを通じて実体験でき、将来の

目標を明確にさせるようなインター

ンシップ・プログラムおよび事前・

事後学習との関連性のある専門科目

を調査して整理する。 

3 ・インターンを受け入れていただく企業・

組織に対しては、学生が学んだ専門領域が

活かせる内容にしていただけるよう依頼

した。また、事前学習ではインターンシッ

プにおいて自らの専門領域を活かすこと

を念頭に行動するよう指導し、事後学習で

はその点を踏まえた発表をするよう促し

た。 
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≪日本文学科≫ 

・日本文学科で学んでいる専門的な知

識・技能と将来の進路との関連を意

識できるように、日本文学科ポート

フォリオの改訂を図る。 

3 ・日本文学科で学んでいる専門的な知識・

技能と将来の進路との関連を意識させる

方策として、日本文学科ポートフォリオの

資質能力を自己評価する機能に、進路に関

わって必要となる資質・能力を記述する改

訂を加える案を立てた。 

  

≪美術学科≫ 

・大学美術館を活用したインターン 0

シップやＯＪＴ（アルバイト含む）、

また専攻に関連する企業等へのイン

ターンシップを充実させる。 

3 ・大学美術館を活用したインターンシップ

やＯＪＴ（アルバイト含む）、また専攻に

関連する企業等へのインターンシップを

充実させた。 

  

ウ 資格指導 

【キャリア開発委員会】 

・コミュニケーションやマナーに力点

を置いた事前学習の内容を見直し、

学生の専門とインターンシップをど

のように結びつけるか、動機付けや

企業選定の仕方に力点を置いた内容

に変更する。 

・成績評価方法についても、学生の専

門と結びついたものになっているか

という点を基本に見直しをかける。 

4 ・事前学習ではテキストの改訂やワークシ

ートの活用、グループワークの実施など行

い、動機付けや企業選定に関する内容を強

化した。事後学習では報告書や成果発表の

フィードバックを行い個人面談を重ねる

ことで、振り返りにおける言語化や意味付

け、専門性への自覚を促した。 

・成績評価方法を見直し、学業や専門性と

結びついた学びが得られたかを計る項目

を独立させ評価基準とした。 

  

（４）教育力の向上 

（中期目標）アクティブ・ラーニングを具体化する教育内容と教育方法の向上を図り、各学科の特性に応じたファカルティ・ディベロップメントを恒常的に実

施する。また、学生が自主的かつ主体的に学習に取り組むための教育施設、学習環境や学習支援体制を整備する。 
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① アクティブ・ラーニングの

充実や外国語による授業の実

施等に向け、教員個々の教育

力を向上させるファカルテ

ィ・ディベロップメント活動

を全学的に展開する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教育力の向上のために、前年度の授

業評価が高かった教員による学部内

ファカルティ・ディベロップメント

講演会を開催する。また、教員の外

国語能力を高めるために、教員のサ

バティカル制度の利用や国際会議参

加及び学生の海外語学研修の引率を

推進する。 

3 ・学部内 FD活動として、学生による授業評

価が高い教員による授業における工夫等

の紹介と意見交換会を実施し、26 名が参

加した。                                   

・学部から教員のサバティカル制度の利用

者 1 名を決定して、2020 年度に在外研修

を実施することとした。 

・海外語学研修の引率に、新しく 2 名の教

員を担当に加えた。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科の授業に適用可能なアク

ティブ・ラーニングの実践事例の調

査研究を行う。 

3 ・日本文学科で実践しているアクティブ・

ラーニングの事例を集約し、新たな展開に

ついて、具体案を探り可能性を評価した。 

・各専門演習の履修指導の確認と、ゼミ選

択指導の見直しを行い、3年生の研究発表

や卒業論文制作への指導をより充実させ

た。 

  

≪美術学科≫ 

・他分野や他コースの授業を見学、コ

ースの垣根を越えた講評会への参加

などを実施する。 

3 ・他分野や他コースの授業を見学、コース

の垣根を越えた講評会への参加などを実

施した。 

  

イ 教養教育 

【教育研究推進委員会】 

・アクティブ・ラーニングに関する全

学対象のファカルティ・ディベロッ

4 ・教育研究推進委員会と障害学生修学支援

委員会が主催する FD・SD 研修会を開催し、

32 名の教職員が参加した。 
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プメント講演会を開催する。 ・テーマは「アクティブ・ラーニングにお

ける学びの多様性～合理的配慮の観点か

らコミュニケーションが苦手な学生への

対応を考える」で、外部講師による講演を

行った。 

② 全学ディプロマ・ポリシー

を具体化したカリキュラムと

その自主学習を促進するポー

トフォリオシステムを整備し

充実させる。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学習到達度自己評価カルテの利用状

況を把握して、改善点を検討し、他

大学の自習学修に関する情報収集を

行い分析して、ポートフォリオシス

テムの改善と充実を図る。 

3 ・前年度は自己評価カルテの記入率が悪か

ったため、専門演習 I の応募に必要な書類

とすることとした。その結果、記入率は前

年度の 39％から今年度は 83％と大幅な上

昇がみられた。 

  

≪日本文学科≫ 

・アドミッション・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシー、ディプロマ・ポ

リシーの改訂に即して、現行の日本

文学科ポートフォリオにおける到達

目標ガイドラインの見直しを図る。 

3 ・日本文学科ポートフォリオにおける到達

目標ガイドラインについて、全体構成の改

訂点や日本文学科各領域ごとの改訂点を

とりまとめた。 

  

≪美術学科≫ 

・各年次のカリキュラムの検証をする

とともに、美術学科に則した学修ポ

ートフォリオシステムを検討し、素

案を作成する。 

3 ・各年次のカリキュラムを検証した。また、

学科会議において、美術学科に則した学修

ポートフォリオシステムを検討し、素案を

作成した。 

  

（５）学生の受入れ 
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（中期目標）全国的な入試改革に対応して優れた学生を受け入れるための入試改革を行うとともに、各学部・学科の特長を積極的に広報し、優秀で学習意欲の

高い学生の受入れを促進する。 

① ３つのポリシーが本学の理

念・目標、学部・学科の特性

を踏まえたものとなっている

かを検証しつつ、それを高校

生や市民等に分かりやすく具

体的に伝える取り組みを強化

する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・2021 年度の入試改革の高大接続や学

力 3 要素の方針に基づいて、本学部

学科の特色と求める学生像、そして

それぞれのポリシーを検討して見直

しを行う。 

3 ・文部科学省が推進する 2021 年度入試改革

の高大接続や学力の 3 要素を考慮した、ア

ドミッション・ポリシーの改訂を行った。

3 つのコースそれぞれにおいて、高校まで

の努力で身につけた学力と大学に入って

からの勉強意欲、将来社会で活躍する志を

持つ学生像を再検討し、コースの特性に反

映したポリシーを明記した。 

  

≪日本文学科≫ 

・どのような資質と意欲を持った学生

を求め、どのような力を備えたもの

として社会に輩出しようとしている

かをより具体的に表現するアドミッ

ション・ポリシー、カリキュラム・

ポリシー、ディプロマ・ポリシーと

なるよう改訂を図る。 

3 ・新しいアドミッション・ポリシーを策定

した。カリキュラム・ポリシー及びディプ

ロマ・ポリシーについて、日本文学科の将

来的な教育の方向性を確認するところま

で作業を進めた。 

  

≪美術学科≫ 

・3 ポリシーの再検証を行うとともに、

オープンキャンパスや大学説明会な

どのあらゆる広報活動の場で積極的

に発信する。 

3 ・アドミッション・ポリシーの再検証を行

い、改訂案を作成した。また、オープンキ

ャンパスや大学説明会などのあらゆる広

報活動の場で積極的に発信した。 
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イ その他 

【広報委員会】 

・オープンキャンパス・キャンパスツ

アー・大学説明会・進路担当教員と

の懇談会等、従来の情報発信の機会

について、その効力を適宜検証、機

能強化を計りながら、推進する。 

4 ・アンケート結果を踏まえて、広報スタッ

フ用の T シャツを作成し、スタッフ間の連

帯感を高めるとともに、来学者への視認性

を向上させ、より迅速な来学者対応が可能

となった。また、広報活動の学生スタッフ

募集も従来より早めに希望者を募り、スタ

ッフへの事前講習を入念に行い、広報活動

の機能強化を図った。さらに高校の進路担

当教員との懇談会では、各学科の説明につ

いて、教員と学生との対話形式に変更し、

好評を得るとともに、美術学科は新たに学

生の作品を展示し、さらなる充実を図っ

た。 

  

② 大学の理念や各学部・学科

の教育・研究活動を具体的に

分かりやすく情報発信する広

報活動を強化する。 

イ その他 

【広報委員会】 

・学生による広報補助員を新たに創設

し、ホームページ・ＳＮＳ等を活用

した、従来とは異なる学生目線によ

る情報発信を行う。 

4 ・SNS の種別（ツイッター・facebook 等）

の種別による利用者の異なりを検証し、各

SNS ごとに発信する情報の差別化につい

て、その骨子を纏めた。また、個別の来学

者への対応について、来学者と同じ学校の

学生広報補助員をあてることにより、より

きめ細やかな来学者対応を可能とした。さ

らに、NHKのラジオ番組「ひろしまコイら

じ」に 4回にわたり学生が出演し、大学関
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係のイベントの告知を行い、学生による新

たな情報発信を試みた。 

③ 少子化の進行や、全国的な

入試制度改革の変化に対応し

た、入試制度の改革と見直し

を行う。 

イ その他 

【入試制度検討委員会】 

・入試制度検討委員会を開催して、

2020 年度より施行される新テスト

に対応した個別テストについて検討

する。 

4 ・アドミッション・ポリシーの改定、大学

入学共通テストの活用、調査書等の活用等

について検討を重ね、「平成 33(2021)年度

尾道市立大学入学者選抜の見直しについ

て（予告）」を公開した。 

  

④ 地元地域の高校や高校生に

対する効果的な広報活動を行

う。 

イ その他 

【地域総合センター】 

・公開講座等のチラシを地域の高校へ

送付し広報を行う。 

3 ・尾道市・福山市・三原市の 15 校へチラシ

を送付した結果、本学受験志望を含む延べ

8 名の高校生が教養講座に参加した。 

  

【広報委員会】 

・街中ゼミ・文学三昧等の各学科によ

る地域貢献活動を活用し、地元地域

の高校や高校生に、本学の教育研究

活動について、周知を図る。 

3 ・美術学科主催の夏季公開講座や地域総合

センター主催の教養講座について、高校生

に向けての広報がしやすいように地域の

高等学校の受験状況等の情報を提供した。 

  

（６）大学院教育 

（中期目標）各研究科の特色を生かした研究・創作活動を充実させ、社会に貢献できる人材を育成するとともに、留学生及び社会人の受入れ、学部からの一貫

した教育システムを開発する等、それを実現するための体制を整備する。 

① 経済情報研究科・日本文学 ア 研究科 
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研究科では専門能力を生かし

た研究者・指導者養成、美術

研究科にあっては持続的な創

作活動に携わる作家・デザイ

ナーの養成を目指してカリキ

ュラムを充実させる。 

≪経済情報研究科≫ 

・経済・経営・情報 3コースで展開し

ている「特別演習」の他に、職業人

として持つべき高度な専門能力の養

成に相応しいカリキュラムの編成と

追加を検討する。 

4 ・特別演習プログラムは一定数の優秀な学

生を継続的に確保できており、本年度に第

一期履修者(2016 年度入学)11 名の内、8

名がプログラムの修了認定要件を満たす

こととなった。 

  

≪日本文学研究科≫ 

・日本文学研究科院生の修了後の進路

選択に関わって、研究科カリキュラ

ムに対するニーズを調査し、必要な

対応策を立案する。 

3 ・日本文学科院生の進路選択に関わって、

研究科カリキュラムに対するニーズを調

査し、問題点を整理し対応の方向を定め

た。 

  

≪美術研究科≫ 

・学部のカリキュラムと、進級制作展

や修了制作展を含む大学院のカリキ

ュラムにより連続性を持たせるよう

検討し、可能なところから改善する。 

3 ・学部のカリキュラムと、進級制作展や修・

了制作展を含む大学院のカリキュラムに

より連続性を持たせるよう検討し、1年次

の彫刻の期間変更など、可能なところから

改善した。 

  

② 学部生の内部進学を進める

ため、学部・大学院一貫教育

プログラムの開発・整備に取

り組む。 

ア 研究科 

≪経済情報研究科≫ 

・優秀な学部 4年生の大学院進学のた

めの大学院早期履修制度の実現およ

び現在本学部で開講している高度な

専門知識の習得のための「特別演習」

授業を早期履修プログラムとリンク

するように取り組む。 

4 ・優秀な学部生に大学院へ進学してもらう

ための早期履修制度を創設するために、必

要となる学則・内規等の改定案や日程表案

等の策定を行った。 

・また、特別演習との連携については、検

討の結果、来年度に早期履修制度が実際に

始まってから、特別演習の担当教員と検討

することになった。 
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≪日本文学研究科≫ 

・学部教育において、大学院での研究

に見通しを得るための仕組みを整備

する。 

3 ・カリキュラムマップの体系を策定した。   

≪美術研究科≫ 

・学部のカリキュラムと、進級制作展

や修了制作展を含む大学院のカリキ

ュラムにより連続性を持たせるよう

検討し、可能なところから改善する。

（再掲） 

3 ・学部の基礎力を育成するカリキュラムを

充実させ、大学院での自主的な制作の基盤

を獲得できるようにした。学部生に対し

て、講評やギャラリートークを含め進級制

作展・修了制作展の積極的な鑑賞を促し

た。 

  

③ アドミッション・ポリシー

に適合する十分な能力と意欲

を持つ人材について、本学学

部卒業生や社会人、留学生な

ど多様な分野からの受入れを

促進する。 

ア 研究科 

≪経済情報研究科≫ 

・大学院定員充足のために、社会人や

留学生の受け入れを促進する秋入学

制度を創設する。 

4 ・大学院定員充足のための秋入学制度を創

設するために、必要となる学則・内規等の

改定案や日程表案等の策定を行った。これ

により、秋入学制度を 2019 年度より実施

する予定となった。 

  

≪日本文学研究科≫ 

・大学院入試において、日本文学研究

科での学修に関連する多樣な学修履

歴を評価項目に加えることについ

て、調査研究を行う。 

3 ・受験生が、これまでに文学やことばに関

して特に何をどのように学んできたのか、

また入学後に何をどのように学びたいの

かという見通しについて記述する「学修調

書（学びの履歴と計画）」について、導入

の見通しを得た。 

・専門科目試験において、受験生の専攻を

希望する分野についての問題を特化し、専

攻分野の力をより深く計れるように改善
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を加えた。 

≪美術研究科≫ 

・さらなる大学院教育の充実を図りつ

つ、大学説明会及び関連資料、オー

プンキャンパス、学生の学外発表な

どを通じ、アドミッション・ポリシ

ーを広く周知する。 

3 ・さらなる大学院教育の充実を図りつつ、

大学説明会及び関連資料、オープンキャン

パス、学生の学外発表などを通じ、アドミ

ッション・ポリシーを広く周知した。 

  

イ 国際交流 

【国際交流センター】 

・提携校や、新規開拓先からの学部お

よび大学院の留学生受け入れ促進策

について検討する。 

4 ・今年度初めて、一昨年度に交流協定を締

結したベトナム貿易大学から交換留学生

を受け入れた。今年度の交換留学生受入数

は 12 名となった。 

・交換留学生の受入サポートの充実を図る

ため、オリエンテーションには日本人のチ

ューター5名も参加させた。また来日直後

のスケジュールを協定校の国際交流担当

者にも送り、安心して学生を送り出しても

らいやすいように情報を共有した。 

・3 名の留学生が学部から大学院へ進学し

た。また、交換留学生だった学生が大学院

研究生として再び本学に入学した。 

  

ウ 広報活動 
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【広報委員会】 

・大学説明会・オープンキャンパス・

大学案内など、各種広報活動を通じ

て、本学の教育理念などについて、

さらなる周知を目指す。 

4 ・業者指定の会場や高等学校での説明会、

出張模擬授業、高校生や教員の本学来学

等、本学の教育理念、各学科の特色、学生

活動、入試等について周知を行った。対応

件数は合計 100 件で、昨年度の 84件から

増加した。 

・高等学校進路担当者との懇談会では、新

たに在校生と教員の対話による各学科説

明というスタイルを採用し、また、美術学

科の合格作品の展示をして、参加者から好

評を得た。 

  

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）研究の活性化 

（中期目標）各教員が高い独創性を持った優れた研究を推進する。また、地域課題に即した研究を促進するとともに、研究成果やゼミ等の教育活動を積極的に

広報し、研究成果を地域に還元していく。 

① 国内外の学会・研究会議で

の発表、査読付き専門誌や学

会誌への論文投稿、展覧会の

開催、学内外の研究者との共

同研究等を促進し、研究の活

性化に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教員の国内外学会での研究発表、論

文投稿を奨励し、現在提携校の嘉義

大学応用経済学科との合同カンファ

レンスを継続させ、共同研究を推進

する。 

3 ・本学経済情報学部と台湾国立嘉義大学管

理学院の合同カンファレンスは、来年度の

8 月に本学開催で準備計画を策定した。国

立嘉義大学から 3名の教員が来学し、詳細

まで決まった。 

  

≪日本文学科≫ 

・本学ホームページ日本文学科ページ

3 ・ホームページで掲載する研究成果のデー

タ細目の抽出を完了した。 

  



33 

 

に掲載する、国内外の学会・研究会

議での発表、査読付き専門誌や学会

誌への論文投稿、学内外の研究者と

の共同研究等のデータを集約する。 

≪美術学科≫ 

・各教員が間断なく制作・研究に取り

組み、国内・外での成果発表を積極

的に行う。 

3 ・各教員が間断なく制作・研究に取り組み、

国内・外での成果発表を積極的に行った。 

  

イ 施設整備 

【教育研究推進委員会】 

・研究活性化のため、C 棟にもファカ

ルティーラウンジを設置して、日常

的に共同研究の萌芽が得られやすい

環境を検討する。 

3 ・日本文学科教員の研究室は C 棟にあり、

ファカルティーラウンジの主な利用者と

想定される。それゆえ、5月開催の日本文

学科の学科会議でファカルティーラウン

ジ設置の必要性について検討を依頼した。

日本文学科での検討では、設置の必要性が

あると判断された。 

  

② 教員、学生等の研究活動を

公開するコンテンツを設け

て、研究活動の成果を社会に

還元する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・大学のホームページに経済情報学科

の研究情報として、研究活動及び研

究成果を公開して、情報更新を担当

する体制を整備する。 

3 ・ホームページでは『経済情報論集』（年 2

回発行）の見出しを逐次掲載するととも

に、教員紹介欄の内容を年度毎にチェック

し、更新する体制を整えている。なお、教

員個人でも随時、自己申請手続きによるホ

ームページ上の研究情報の更新が可能で

ある。 
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≪日本文学科≫ 

・本学ホームページ日本文学科ページ

に、教員、学生等の研究活動を公開

するコンテンツを設ける。 

3 ・教員・各ゼミごとに、既に公開済みの研

究成果の整理、公開可能な研究活動の精査

を行った。 

  

≪美術学科≫ 

・大学美術館やサテライトスタジオを

活用し、地域へ向けた成果発表を行

うとともに、ホームページにおける

発信内容等の素案を作成する。 

3 ・大学美術館やサテライトスタジオを活用

し、地域へ向けた成果発表を行った。 

・ホームページにおいて教員・学生の活動

を発信した。 

  

ウ 広報活動 

【広報委員会】 

・教員・学生から研究教育活動の研究

成果を持続的に集約する仕組みを整

え、ホームページやＳＮＳ等を活用

し、積極的に発信してゆく。 

3 ・教育研究活動の研究成果のより良い集約

や発信を含めた、ホームページリニューア

ルのためのワーキンググループを立ち上

げた。 

  

（２）研究の実施体制 

（中期目標）学内外の共同研究や産学連携を推進するとともに、必要な支援体制を整備する。また、科学研究費補助金等の外部研究費の積極的な獲得を目指す。 

① 学内研究費を活用した教員

の個人研究・共同研究を推進

するとともに、科学研究費補

助金等外部資金への申請率を

教員の 70％以上となるよう取

り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学部内で科学研究費補助金申請の意

見交換会を開催して、科学研究費補

助金等外部資金の申請率及び採択率

の向上を図る 

3 ・経済情報学科教員を講師として、科研に

ついての学部内意見交換会を開催し、教員

14 名が参加した。外部資金獲得へ向けた

支援制度について講演し、意見交換を実施

した。 

・意見交換会での支援制度の提案や意見を
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契機に、研究費配分についての新制度が実

施された。 

≪日本文学科≫ 

・科学研究費補助金等への申請に向け

て、学科における研修および申請書

類の相互検証を積極的に行い、採用

数の増加を図る。 

3 ・科学研究費補助金の書類について、作成

のための勉強会を美術学科と共同で開催

し、提出前に申請書類を相互に検証した。 

  

≪美術学科≫ 

・科学研究費補助金申請に向けた有志

の勉強会を開催するとともに、積極

的に外部資金への申請を行う。 

3 ・科学研究費補助金の書類について、作成

のための勉強会を芸術文化学部の有志で

開催し・積極的に外部資金への申請を行っ

た。 

  

イ その他 

【教育研究推進委員会】 

・科学研究費補助金申請に関する全学

を対象とした外部講師による講演会

を開催する。 

3 ・科研費講演会を外部講師により開催し、

教職員 25名が参加した。科研費の制度変

更とその対応、審査結果の見直し方、新様

式の注意点、印象的な研究計画調書にする

技術などについて講演していただいた。 

  

② サバティカル制度の充実、

学内競争的資金等の活用によ

り、学内外の共同研究を推進

する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・サバティカル制度の有効な利用を工

夫し、学内競争的資金の効果的活用

及び学内外の共同研究を推進してそ

の有効性を検証する。 

3 ・学部から教員のサバティカル制度の利用

者 1 名を決定し、2020 年度に実施するこ

とになった。 

  

≪日本文学科≫ 3 ・読む・書く・話す・聞く技術の向上に向   
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・学内競争資金に応募する学科の共同

研究を立案する。 

けた学科の教育方法について共同で研究

する計画を立案した。 

≪美術学科≫ 

・学外の共同研究を積極的に展開する

とともに、学内の共同研究について

実現可能性を検討し、可能な方法に

ついて案出する。 

3 ・学外の共同研究を積極的に展開するとと

もに、学内の共同研究について実現可能性

を検討し、一部の教員が実施した。 

  

イ その他 

【教育研究推進委員会】 

・学内競争的資金への応募を増加させ

るために、募集の広報に努める。 

3 ・学長裁量研究費助成及び学長裁量研究成

果助成について、メールにて募集及び締切

を周知した。 

  

３ 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）学習の支援 

（中期目標）学生の進路や達成目標に沿った履修指導、学習支援、進路支援等を適切に行う。また、学習に課題を抱える学生について、個々の学生の状況や特

性をふまえた卒業までの支援を行う。 

① ポートフォリオ・自己評価

カルテを用いた学生自身によ

る自己管理と、共有化した情

報を活用したチューター等に

よるきめ細かな学習支援・進

路支援に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・現在行っている学生による自己評価

カルテの内容と記入方法を見直し、

教員間の情報共有による効果的な学

習支援・進路支援のための情報利用

を図る。 

3 ・自己評価カルテの記入率が悪いため、専

門演習 I の応募に必要な書類とすること

とした。その結果、記入率は前年度の 39％

から今年度は 83％と大幅な上昇がみられ

た。 

  

≪日本文学科≫ 

・日文ポートフォリオのデータを分析

3 ・学生の日文ポートフォリオへの記録を呼

びかけ、データの蓄積をしている。また、
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し、教員が課題を共有する仕組みを

整備する。チューター、ゼミ担当に

よる面談を定期的に行う仕組みを整

備する。 

日文ポートフォリオを活用して、チュータ

ー、ゼミ担当による面談を各期始めに行っ

た。 

≪美術学科≫ 

・美術学科に則した学修ポートフォリ

オシステムを検討し、素案を作成す

る。（再掲） 

3 ・各年次のカリキュラムを検証し、美術学

科に則した学修ポートフォリオシステム

を検討し、素案を作成した。 

  

イ その他  

【自己点検・評価委員会】 

・授業評価アンケートを学期中間と、

学期終了後の２回実施、学期内での

授業改善が出来るよう取り組む。 

3 ・前期・後期ともに学期中間と学期終了後

に授業評価アンケートを実施した（ただ

し、前期は豪雨災害のため、中間での実施

が活用できなかった）。 

  

② 成績不良者・退学者数を減

ずる課題整理と体制整備を行

う。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生の授業出席を早めにポータルサ

イトに登録して、その情報を共有す

ることで適宜に学生の指導に活用す

る。また、低学年の要注意学生を早

期発見し支援する体制を構築する。 

3 ・各教員に出席登録を講義終了後速やかに

行うことを徹底するよう周知した。必修科

目について最初の数回の出席率が悪い学

生に対してチューターを通じて警告を行

うなどの措置をとることにした。 

  

≪日本文学科≫ 

・各学年担当グループ内に、問題を抱

えている学生の課題を整理し、対応

を統括する担当者を置く。 

3 ・各学年担当グループ内に、問題を抱えて

いる学生の課題を整理し、対応を統括する

担当者を設置した。 
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≪美術学科≫ 

・巡回指導や面談などによって、個々

の学生を適切に把握する。学科会議

などで情報共有を行い、素早い対応

ができる体制を整える。 

3 ・巡回指導や面談などによって、個々の学

生を適切に把握すし、コース会議、学科会

議などで情報共有を行った。 

  

イ その他 

【教務委員会】 

・成績不良者の発生のタイミングと事

由・背景についてのデータを収集す

る。成績不良と関係の強い素行不良

者への対応もあわせて考え、出席端

末の不正登録等への厳罰化など教務

的に対応可能な策を提示する。 

3 ・これまでの退学者や卒業延期者といった

成績不良者の出席率や講義に来なくなる

タイミング、また成績が悪くなる時期につ

いてのデータを用いた分析を行った。  

  

  

③ 障害のある学生に対する修

学支援を強化するため、障害

に関する研修を実施するとと

もに、サポート学生を養成し、

ピアサポート体制を構築す

る。 

イ その他 

【障害学生修学支援委員会】 

・障害や障害学生就学支援に関する研

修を実施する。サポート学生を養成

し、ピアサポート体制を構築するた

めの調査・研究を進める。 

3 ・障害や障害学生就学支援に関する研修を

実施して得られた知見をもとに議論を重

ねた結果、①障害学生就学支援の中心とな

るコーディネーターの採用の決定②学生

支援を行う適切な場所の確保を実現する。 

・ピアサポート体制の構築については「本

学はそのような段階に至っていない、時期

尚早である」との結論に達した。 

  

（２）学生生活の支援 

（中期目標）学生が心身ともに健康で充実した大学生活を送ることができるように、学習・生活環境、課外活動、就職活動、その他学生の自主的活動を支援し、
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活性化を図る。 

① 学生の経済状態、心身の健

康状態、アルバイトや課外活

動など、学生生活全般の状況

を的確に把握し、指導する体

制を整備する。 

イ その他 

【学生委員会】 

・毎年実施している健康意識アンケー

トの内容を充実して、学生の食生活

や睡眠時間を含めた調査を行い、生

活環境の状態を把握する。更に平成

30 年度から新たに学生生活実態調

査を実施して、家計状況，学習状況、

就職支援、アルバイトや課外活動の

状況を含めた包括的な学生生活全般

について状況の把握を行う。 

3 ・従来行ってきた「健康意識アンケート」

から大幅に内容・質問項目を充実・拡大さ

せ、本学で初めてとなる「学生生活実態調

査」を実施した。これにより、本学に学ぶ

学生の家計・学習・アルバイト等、学外に

おける実態をも含め、その生活の全体像の

把握が可能となった。なお、その結果を報

告書に取りまとめ、学外に向けて公開し

た。 

  

② 教職員が連携し、学生の自

主性を尊重しつつ、成績や適

性に応じた進路支援体制を構

築する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生のインターンシップや就職セミ

ナーの参加を促進する学部内の推進

体制を整備して、情報共有や各チュ

ーターとキャリアサポートセンター

との連携による学生支援・指導を行

う。 

4 ・従来の社会体験型のインターンシップに

加えて、企業研究および将来の内定に結び

つくようなインターンシップ受講がある

ことを学生に説き、傷害保険を適用するな

ど、その活動を支援した結果、インターン

シップ参加が量的にも、質的にも、相対的

に向上した。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科学生の進路ニーズに応じ

た進路ガイダンスの充実を図る。 

3 ・今年度は、本学科卒業生２名の協力のも

と進路ガイダンスを実施し、本学科学生の

進路選択に資する情報提供を行い、また学

生の質問に対応し、進路に関わる率直な疑

問点に答えた。 
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≪美術学科≫ 

・面談等を通して学生の進路希望を把

握し、専門性をより活かせる進路等

のアドバイスを行う。キャリアサポ

ートセンターとの連携をとりなが

ら、美術系の求人情報の充実と情報

共有を推進していく。 

3 ・面談等を通して学生の進路希望を把握し、

専門性をより活かせる進路等のアドバイ

スを行った。 

・キャリアサポートセンターとの連携をと

り、美術系の求人情報の充実と情報共有を

推進した。 

  

イ その他 

【キャリア開発委員会】 

・就職を「率」ではなく「質」の観点

で捉え、大学が考える「行かせたい

企業（重点企業）」へ受験を促す。 

・広島・岡山県内企業で重点企業 10

社を設定し、成績優秀者を受験させ、

10 社より内定を得る。 

3 ・学内業界セミナーでは、大学が考える行

かせたい企業を選定、実施をした。学生へ

はサポートセンターからの助言も行い、

「重点企業」からの内定を 2 社得ることも

できた。 

  

③ 学生生活に困難・問題が生

じた場合の対応について、危

機管理マニュアルやハラスメ

ント防止マニュアルを含めて

点検・見直しを行い、より効

果的なサポート体制を確立す

る。 

イ その他 

【学生委員会】 

・危機管理マニュアルのうち学生委員

会が関与しているものについて、昨

年度から引き続いて点検・見直し作

業を行う。また尾道市の自殺対策推

進計画の策定状況を踏まえながら、

自殺対応マニュアルの点検と見直し

作業を行う。 

3 ・見直し作業の結果、危機管理に関わるマ

ニュアルについては、総務課が作成した

「危機管理総合マニュアル」に基づいて一

元管理されるのが至適であるとの結論に

達し、学生委員会として危機管理マニュア

ルに取り組む必要性はないと判断した。 

・尾道市により本年３月に作成された「尾

道市自殺対策推進計画」の内容をふまえ、
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本学の自殺防止対応マニュアルの点検を

行った。 

【ハラスメント委員会】 

・本学のハラスメント防止マニュアル

について、危機管理マニュアルとの

対応関係を検討する。 

3 ・ハラスメント事例に対する危機管理につ

いては、学長の任命する統括責任者又は調

査委員会によってより迅速に対応できる

体制となった。危機管理マニュアルに対応

した制度となっていることを確認した。 

  

（３）キャリア形成の支援 

（中期目標）就業力の育成とともに、将来にわたってキャリアを深め、社会で中心的な役割を担うことができるキャリア教育の充実を図る。 

① 国内外のインターンシップ

や実践的な演習を取り込ん

だ、キャリア教育科目の体系

的な整備を図る。 

【キャリア開発委員会】 

・これまで大学が開拓した就業体験先

の見直し及び新規開拓を行い、協力

企業を 5 社選定の上、教育的効果の

高い就業体験プログラムの開発に協

働して取り組む。また、主体的な職

業選択や高い職業意識の育成、学修

の深化に繋がるよう、事前事後学習

の内容を強化する。 

4 ・これまで大学が開拓した就業体験先の見

直しを行うとともに、受け入れ先を 8社開

拓した。そのうちの 5社に関しては、教育

的効果の高い就業体験プログラムの開発

に協働して取り組んだ。また、主体的な職

業選択や高い職業意識の育成、学修の深化

に繋がるよう、事前事後学習のスケジュー

ルを見直し、内容を強化した。 

  

② 社会人基礎力を育成する課

外講座を実施する。企業等と

の連携によるセミナーを開催

し、学生への情報発信、職業

観・勤労観の育成を図る。 

【キャリア開発委員会】 

・地元企業に協力のもと、ラーニング

コモンズを利用した少人数のセミナ

ーを後期より週 1回実施する。 

・少人数とすることで学生の積極的な

発言を促す。 

・在籍者の 7 割以上を県外出身者が占

4 ・企業と連携したセミナーを計 18回実施し

た。そのうち 13 回は本社が広島県、岡山

県に所在する企業に協力いただいた。 

・セミナー18 回のうちラーニングコモンズ

を利用した小規模セミナーは 7回実施、う

ち 6回は尾道市、福山市、三原市、府中市、

井原市、倉敷市の地元企業で実施をした。 
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めるため、地元企業に行ってもらう

ことで、地元への理解を深めるきっ

かけとする。 

③ 関係部署が連携して、卒業

生の進路・活動の実態を把握

して、キャリア形成に役立つ

情報の整備と共有化を行う。 

【美術館】 

・買い上げ作品展、インフォーカス展、

揺籃展にて卒業生の進路調査を行

う。 

・また、インフォーカス展にて出品者

（卒業生）のポートフォリオを収集

しキャリア形成へ向けた資料を蓄積

する。 

3 ・例年通り出品者のポートフォリオを作成、

収集することによって作家のキャリアア

ップに繋げる資料とすることができた。 

  

【キャリア開発委員会】 

・卒業時の就職・進路で作成している

データベースの見直しをかける。 

・卒業後 10 年を経過した OB・OG（2004

年度～2007年度卒業生）を対象に、

現在の活動・状況の調査を行う。 

3 ・目標の見直しを図り、データベースの見

直しは行わなかった。 

・美術学科学生に向けて、尾道に残って働

きながら制作活動を続ける卒業生を招き、

「制作と仕事を両立する」と題した講演会

を行った。 

・経済情報や日本文学についても、尾道周

辺で就職をした OB を招き、情報を提供し

た。 

・在学生向けに、卒業生と交流できる機会

を新たに作ることで、卒業後の現実を認識

でき、かつ継続的なフィードバックが可能

であり、学生のキャリア形成に役立つ情報

を共有化できた。 
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（４）経済的支援 

（中期目標）奨学金制度や授業料減免等、学生への経済支援の充実を図る。 

① 奨学金制度の学内への周知

や授業料減免制度の改善など

により、生活面での学生支援

体制の整備を行う。また、学

生への支援費がより利用しや

すくなるように、制度の改善

及び利用の促進を行う。 

【学生委員会】 

・学生生活実態調査の結果を通じて学

生の家計状況を把握する。そして調

査結果を踏まえて、現在の奨学金制

度や授業料減免制度について改善点

を検討する。またこれまで同様、応

募があった奨学金や授業料減免制度

について学生への広報を行う。更に

学生指導費やチューターグループ会

合費などが利用しやすいものになる

ように見直しを検討する。 

3 ・本学で初の実施となる《学生生活実態調

査》の結果をふまえて、学生の家計状況の

把握をおこない、現行の奨学金制度や授業

料減免制度のあり方を点検した。また奨学

金および授業料減免制度についても事務

局窓口および大学ポータルを通じて広報

をおこない、周知をはかった。 

  

【事務局総務】 

・学生への経済的支援を拡充するた

め、成績基準を設けたうえ、家計基

準の緩和をする授業料減免制度の見

直しを実施する。 

4 ・経済的理由により授業料納付が困難かつ

学業成績が良好な学生に対する授業料減

免制度を拡充し、学生への経済的支援の充

実を図った。結果、授業料減免者が前年度

５名から５６名へと増加した。 

  

第５ 地域貢献及び国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地域貢献に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）地域社会との連携・協働 

（中期目標）地域社会、企業、諸団体、学外教育研究機関等との連携・協働を推進し、大学が持つ多様な知的資源を地域に還元することで、経済、文化、教育

等の発展に貢献する。 

① 地域との交流・連携により、 【地域総合センター】 4 ・美術学科デザインコース学生による地域   
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地域を学びの場とする教育、

地域課題に取り組む科目の充

実を図るとともに、その研究

成果を地域に還元する。 

・学内の学部や学科において、地域、

企業との一層の相互交流を図り、学

生が自律的に参加する地域貢献（美

術学科デザインコース学生による地

域活性化企画等）を支援する。 

活性化企画が豪雨により中止や延期とな

ったが、チラシの再作成へ協力し、サテラ

イトスタジオで行われた発表会の準備や

当日広報への支援活動を行った。 

・尾道市協力イベントへの学生ボランティ

ア募集を行い、地域との結びつきへの協力

を図った。 

・尾道市教育委員会の協力依頼を受け、尾

道市内の小学校教員を対象に日本文学科

教員の指導や本学学生の実践演習による

ビブリオバトル研修会を行う等、地域の教

育活動推進事業に貢献した。 

【図書館】 

・研究成果としての学内発行物はリポ

ジトリ登録をして、広く公開してい

く。 

3 ・本年度の学内発行物のリポジトリ登録数

は 188件（総件数は 2,217件）となり、公

開内容を充実させた。 

  

【サテライト施設】 

・サテライトスタジオを学生、教員の

街中拠点として、各学科の授業、ゼ

ミ、市民向け講座等の開催、展覧会、

ワークショップ、一般団体へ開放等

交流の場として活用する。 

3 ・「台湾国立嘉義大学との交流展」、「デザイ

ン地域活性化企画の展示」、「美術学科各コ

ース実習授業」、「尾道文学談話会（日本文

学科）」、「壁画技法演習（集中講義）」、「経

済情報学科 各ゼミ、授業」、「塩川高敏展 

揺籃展（大学美術館）」、「第 15 回卒業制作

展 第 13 回美術研究科修了制作展（尾道

市立美術館、大学美術館）」、「民間団体展」

等、幅広く市民、地域交流の場として活用
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した。 

【教養教育委員会】 

・現行の教養科目における“地域”と

の関わりについて把握する。 

3 ・「尾道学入門」、「地域の伝統文化（囲碁）」、

「キャリア形成演習」、「インターンシッ

プ」、「文化財学」、「瀬戸内文化論」、「建築

環境論」において、座学、フィールドワー

ク、実習などを通して、千人近い学生（合

計 933名）が地域に関する幅広い知識を習

得し、地域住民や地元企業と交流・連携を

行っていることを確認した。なお、平成

29 年度に新規開講した「地域の伝統文化

（囲碁）」の受講定員を平成 30 年度より

40 名から 60 名へ増員した。 

  

（２）地域への学習機会の提供 

（中期目標）地域との活発な交流を推進し、公開講座、公開授業、社会人の受入れ等を充実させることにより、地域に多様な学習機会を提供する。 

① 地域との交流の場を増加さ

せるとともに、公開講座・公

開授業等生涯学習の場を毎年

50 件以上創出する。 

【地域総合センター】 

・公開講座・公開授業を開催し、アン

ケート調査により、参加者の満足度

を図る。 

4 ・尾道学入門公開授業（5回）、コンピュー

タ公開講座（2 回）、情報科学研究会（2

回）、文学談話会（11 回（1 回講師都合に

より休講）、教養講座（6 回）、各学科公開

ゼミナール（16 回）、合計 42 回の公開講

座を行った。参加者の満足度は、2017 年

度は 79.6％であったが、2018 年度は

84.5％と上昇している。（アンケートを行

っているもののみ集計） 

  

【情報処理研究センター】 3 ・コンピュータ公開講座を 2 回、情報科学   
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・コンピュータ公開講座及び公開形式

の情報科学研究会を、合計で 4 件以

上開催する。 

研究会を 2 回、セキュリティ講習会を 2

回など、地域の方が参加できる公開講座を

開催した。 

・セキュリティ講習会のうち 1 回は、尾道

市職員研修と共同開催をした。 

【美術館】 

・嘉義大学交流展、カリキュラム展、

塩川髙敏展、卒業制作展、素描展に

てギャラリートーク。 

・進級展、インフォーカス展、揺籃展

にてギャラリートークとワークショ

ップ。カリキュラム展にて子ども学

芸員の旅を企画している。計 12 件 

3 ・嘉義大学交流展は初めての国際交流展で

あったが、尾道市、嘉義市の両市長をはじ

め多くの来館者があり成功裏に終えるこ

とができた。作品の搬送等、国際展として

の貴重な経験を積むことができた。 

・In Focus 9-卒業生の現在-展では（公財）

エネルギア文化・スポーツ財団より 10 万

円の助成金を受けることができ、展示レイ

アウトの段階から作家に関わってもらい、

展示方法や照明に至るまで作家の理想と

する作品の見せ方での発表の場を作るこ

とができた。 

  

【サテライト】 

・各学科の公開ゼミ、尾道文学談話会

を 40 件以上開催する。 

3 ・公開ゼミ（経済情報学科）17件、美術学

科授業関係 3 件、尾道文学談話会 12 件、

美術学科展覧会 11 件で計 43 件を開催し

た。 

  

２ 国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）グローバル化の推進 

（中期目標）大学のグローバル化を推進し、海外交流協定校等と学生及び教職員の国際交流を活発に行う。また、国際交流の体制を整備するとともに、海外か

ら優秀な留学生を積極的に受け入れる。 
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① 海外大学との提携を増や

し、提携校との交換留学を拡

大し、受入れ留学生数及び本

学からの留学学生数をそれぞ

れ 50 人以上を目指す。また、

本学学部・学科と提携校との

学術交流プログラムを開発す

るとともに、教員間の共同研

究を推進する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学部レベルの国際交流を促進して、

海外提携校を増やすと共に、学生の

海外留学、語学研修及び異文化体験

の新しいプログラムを開拓する。ま

た、提携校との合同カンファレンス

を通じて教員間の共同研究を行う。 

4 ・学部レベルの国際交流を推進し、次年度

の国立嘉義大学管理学部との合同カンフ

ァレンスの開催準備の詳細日程までを計

画した。 

・また、当該学部応用経済学学科からのダ

ブルディグリー志望学生の増枠要望を受

けて検討した結果、従来の 2 名から 4名に

協定を改定した。 

・さらに本学部の学生の英語専門科目研修

の海外派遣についてワーキンググループ

を立ち上げて２回検討した。 

・夏休みに学部長が提携校の台湾華梵大学

を訪問し、工程・管理学部との交流に意見

を交換した。 

  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科専門科目における、留学

生に対する学修サポートの仕組みを

整備する。入学時ガイダンスに於い

て、本学留学制度の周知を図る。 

3 ・「文章表現法入門」及び「日本語学概論」

で留学生に補習授業を行った。 

・来年度より、入学生に１年前期に実施し

ている「かんたん古典入門」を、留学生も

受講可能にした。 

・留学生の履修指導にあたって、個々の留

学生のニーズに応じて各科目の授業内容

を説明する時間を設けた。 

・日本文学科のオリエンテーションに於い
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て、本学留学制度を周知した。 

≪美術学科≫ 

・実技系科目及び講義系科目における

留学生の具体的な支援体制を検討

し、実行する。また提携校（国立嘉

義大学）との交流展を実施する。 

3 ・実技系科目及び講義系科目における留学

生の具体的な支援体制を検討し、学習内容

に即したサポートの必要性を教員間で共

有した。 

  

イ 国際交流 

【国際交流センター】 

・継続的に海外大学との交流提携を拡

大し、海外留学の派遣や留学生の受

け入れの拡大を検討する。また、提

携校からの留学生のための短期語学

研修・文化体験プログラムについて

検討する。教員間の共同研究につい

て、協定校へ積極的にアプローチす

る。 

4 ・台湾・華梵大学と 7 月に、ベトナム・ハ

ノイ大学と 2月に交流協定を締結した。こ

れで、本学との協定校は 4カ国 12 校とな

った（中国 3・台湾 5・ベトナム 2・アメ

リカ合衆国 2）。 

・次年度の夏に協定校の学生を対象に 1 週

間程度の短期研修交流プログラムの作成

に着手した。国際交流センターを中心に、

各学科の教員や地域の活動団体にも協力

を得て実施に向けて進めている。 

・次年度 8 月に協定校である台湾・国立嘉

義大学とのミニカンファレンスを本学で

開催するための準備打ち合わせを本学国

際交流センター長が台湾で行った。 

  

② 学内の留学生のための日本 イ 国際交流 
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語教育、生活サポート、その

ための国際交流センターの諸

機能を充実し強化する。 

【国際交流センター】 

・現在開設している日本語授業、学生

チューターによる生活指導の実態を

調査し、快適な留学環境の整備や留

学生の一元化管理を検討する。 

3 ・チューターの活動状況をより詳しく把握

するため、チューター報告書のフォーマッ

トを改訂し、活動時間を記載するようにし

た。毎週木曜日に国際交流センターを留学

生に開放し、留学生とチューターが昼食を

とりながら交流する機会を設けることと

し、留学生の生活状況を把握しやすい環境

作りを行った。 

・また、チューターからの声を反映し、留

学生の生活支援に加え、国際交流センター

の交流事業のサポートも活動の対象とし

た。 

  

第６ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）教育研究組織の充実 

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、尾道市立大学の強みや特長を生かした柔軟かつ最適な教育研究組織となるよう取り組む。 

① 大学の理念・目標にふさわ

しい教育実施体制を強化する

ため、科目配当・教員配置の

見直し、継続的な教育・学修

支援体制の構築など、全学的

な教学マネジメントを確立す

る。 

【教務委員会】 

・大学の理念・目標と現行のカリキュ

ラムのマッチングについてチェック

を行い、全学的な教学マネジメント

の課題整理と具体的な作業の検討に

はいる。 

4 ・全学共通の TOEIC IPテストの結果に基づ

き、本学の成績分布の現状に合わせて、よ

り適切な TOEIC Bridge IP テストへの変

更を行った。 

・学生生活実態調査の結果について分析を

行い、教育課題の抽出を行った。 

  

【自己点検・評価委員会】 

・全学及び各学科の 3ポリシーが有効

に機能しているか課題抽出を行う。 

2 ・全学及び各学科の 3 ポリシーが見直し・

改訂中であることから、課題抽出は改訂後

にすることとなった。 
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（２）業績評価制度の確立 

（中期目標）教職員の意欲向上及び大学運営の質的向上を図るため、業績評価制度を確立するとともに、その評価が適正に反映される処遇制度を確立する。 

① 教育、研究、大学運営、地

域貢献等の各領域における

業績評価の方法と評価基準

を確立するとともに、その評

価を適正に運用するための

制度を策定する。 

【自己点検・評価委員会】 

・授業評価アンケートの結果に基づく

授業改善の実施状況を明確化する。 

3 ・教育研究活動報告書の中に授業評価アン

ケートの結果を踏まえて授業改善をした

状況を記入する形にしている。 

  

【事務局総務】 

・より適正な制度の運用とするため、

自己評価を踏まえた業績評価を実施

する。 

3 ・自己評価を踏まえた業績評価を実施し、

研究費配分、学長裁量研究費申請の判定に

活用した。 

  

（３）事務処理の改善・効率化 

（中期目標）定期的な業務改善や事務組織の見直し等に取り組むことにより、業務内容の変化に柔軟に対応するとともに、事務処理の効率化を図る。 

① 重点取り組み項目につい

て、部局を越えた業務実施体

制を構築する。また、事務組

織、事務処理方法等を不断に

見直し、業務の適正化と効率

化を推進する。  

【事務局総務】 

・入試改革や障害学生対策等全学的課

題に取り組む部局を越えたプロジェ

クト体制を構築し、対応する。 

3 ・入試改革や新たな教育プログラムの開発

等について、委員会やプロジェクトチーム

を設け、その課題解決に取り組んだ。 

  

第７ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）資源の適正配分 

（中期目標）予算執行の弾力化・効率化、管理的業務の簡素化・合理化等により、管理運営経費の節減を図るとともに、戦略的に経営資源を配分する。 

① 大学運営経費の妥当性を検

証し、経費節減を図るととも

に、第２期中期財政計画に基

づき、予算の重点化と戦略的

【事務局総務】 

・第 2期中期計画実施に向け、経常経

費を節減し、プロジェクト経費等予

算の重点化を図る。 

3 ・情報機器の継続的使用等により、経常経

費を節減し、海外協定校との共同プロジェ

クトを実施する等国際交流の推進を図る

とともに、施設改修等の課題解決に向けた
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活用を図る。 取り組みを行った。 

② 大学の戦略に即した経営資

源（人的資源・物的資源・資

金）の適正配分を行う。 

【事務局総務】 

・より効果的な人員配置に向け、業務

量を再検証し、人的資源の適正配分

に取り組む。 

3 ・教員の欠員補充について、より幅広い分

野に対応できる教員採用や、非常勤教職員

採用により、必要に応じた人員配置を行っ

た。 

  

（２）外部資金等の獲得 

（中期目標）科学研究費補助金をはじめとする競争的資金や産学官連携による共同・受託研究等の外部資金の獲得等により、自己収入の確保に取り組む。 

① 外部資金の獲得に向け、科

学研究費補助金等の学外の競

争的資金への申請数を増加さ

せるとともに、情報収集や経

験交流など組織的な支援を行

うことで、採択率の向上に取

り組む。 

【教育研究推進委員会】 

・公募外部資金の情報を集約して、公

募中の外部資金情報を一覧できるよ

うにする。 

3 ・学内の文書共有サーバーを利用して、公

募中の外部資金情報を一覧できるように

した。 

  

② 地域からのニーズに応え、

受託研究件数の１０％以上の

増加に向け、取り組む。  

【地域総合センター】 

・産学官連携を推進し、受託研究によ

る外部資金の増額に勤める。 

3 ・尾道市の企業から研究委託を受けた教員

もおり、地元企業と連携することによって

地域経済発展に貢献できた。 

  

第８ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）自己点検・評価の充実 

（中期目標）客観的な達成水準や指標に基づいた自己点検・評価及び外部評価を定期的に実施し、その結果を基に教育研究活動及び業務運営の改善に取り組む。 

① 客観的な達成水準や指標に

基づいた自己点検・評価を実

施し、評価結果を教育研究活

動及び業務運営の改善に結び

【自己点検・評価委員会】 

・適切な教育研究活動報告書の活用法

を検討する。 

3 ・教育研究活動報告書の書式を改訂し、よ

り記入しやすい形を作った。また、各学科

に、教育研究活動報告書の公開について検

討を依頼した。 
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つける。 

（２）情報公開及び広報活動の推進 

（中期目標）適切に情報公開を行うことで大学運営の透明性を確保するとともに、戦略的に広報活動を行うことで、大学のブランド力の向上を図る。 

① 尾道市立大学のブランド力

の向上を図るために、ウェブ

サイなど各種メディアを利用

した学内情報の迅速な公開を

行う。また、効果的な広報活

動のため、新たなメディアの

活用を積極的に推進する。 

【広報委員会】 

・現在のホームページの見直しを図

り、さらなるコンテンツの充実を目

指す。また、ＳＮＳの活用を早期に

開始する。 

3 ・Web 小委員会を立ち上げ、今後のホーム

ページのあり方や、コンテンツについて検

討し、その骨子をとり纏めた。また、経済

情報学部の講義を、WEB上で公開するべく

準備した。 

  

② 学生が主体となった教育研

究活動、ゼミ活動、サークル

活動、卒業生の活躍等の情報

発信を積極的に推進する。 

【広報委員会】 

・学生による広報補助員を新たに創設

し、ホームページ・ＳＮＳ等を活用

した、従来とは異なる学生目線によ

る情報発信を行う。 

3 ・SNS の種別（ツイッター・Facebook 等）

による利用者の異なりを検証し、各 SNS

ごとに発信する情報の差別化について、そ

の骨子を纏めた。また、NHK のラジオ番組

「恋ラジ」に、学生が４回に渡り出演し、

大学関係の各種イベントの告知を行い、学

生による新たな情報発信を試みた。 

  

【学生委員会】 

・学友会や翠郷祭実行委員会との連携

により、部・同好会活動や交通安全

啓発活動、献血推進活動といった社

会貢献活動への学生の参加を促進

し、また広報の充実を図る。 

3 ・学友会および翠郷祭実行委員会が中心と

なり、地域にも開かれた大学祭（翠郷祭）

を実施し、盛況裡に終了した。交通安全啓

発活動、献血推進活動などの社会貢献への

学生の参加を促し、学内におけるこれらの

活動の活性化をはかった。またそれらの結

果について適切に広報することにつとめ

た。 
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第９ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

（１）施設・設備の整備と活用 

（中期目標）教育研究環境をより充実させるため、施設・設備の適正な維持管理を行うとともに、計画的な整備・改修を進め、施設・設備の有効活用を図る。 

① 将来にわたってキャンパス

の機能性を維持、向上させる

ため、キャンパス整備計画を

策定し、計画的に整備・改修

を行う。  

【事務局総務】 

・キャンパス整備計画策定に向け、施

設・設備の利用状況、課題について、

再検証する。 

3 ・大規模修繕等施設課題を検証し、施設改

修等により計画的に課題解決に取り組む

こととした。 

  

（２）リスクマネジメントの強化及び法令遵守の推進 

（中期目標）リスクマネジメント及び安全衛生について取り組むとともに、法令遵守を徹底する。 

① 事故、災害等の未然防止の

ためのリスク管理と、発生し

た際に適切に対処する危機管

理体制を不断に見直し、教職

員・学生に対する教育、研修

を推進するとともに、関係機

関との連携強化を図る。 

【衛生委員会】 

・教職員・学生に対する継続的な教

育・啓蒙活動を実施し、安全衛生に

関する教職員の共通理解を図る。 

3 ・教職員の時間外労働時間の上限を決めて

いる 36 協定の締結内容、またストレスチ

ェック検査の集団分析結果のポータルサ

イトを通じて周知を図ることにより、過労

死防止及び職場環境改善に対する教職員

の認識を深めた。 

  

【事務局総務】 

・危機管理マニュアルの見直し及び個

別対応マニュアルを追加し、危機管

理体制を充実する。 

4 ・危機管理総合マニュアルを見直し、危機

管理体制の充実を図った。西日本豪災害等

想定外の大規模災害も発生したが、関係機

関と連携を図り、最善策を講じ、対応した。 

・学生、教職員が、地域の災害ボランティ

ア活動を行う等、災害時における地域と連

携した危機管理対応を行った。 

  

② 学内外の研修機会の増加、 【教育研究推進委員会】 3 ・コンプライアンス研修・研究倫理研修会   
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ОＪＴ等により、全教職員が

参加するファカルティ・ディ

ベロップメント、スタッフ・

ディベロップメント活動を充

実させ、コンプライアンスの

徹底や教職員の能力向上に取

り組む。 

・科研費コンプライアンス研修会を開

催する。 

を開催し、教職員 19 名が参加した。グル

ープワークを交えながら、研究費の不正使

用を行わないよう、注意すべき点を講義し

た。 

【事務局総務】 

・ファカルティ・ディベロップメント、

スタッフ・ディベロップメントに係

る学内研修の実施や学外研修の参加

により、教職員の能力向上に取り組

む。 

3 ・公立大学協会、専門機関実施の研修会等

への参加や学内研修会を実施し、教職員の

能力向上に取り組んだ。 

  

  ※ この様式は、「第４ 教育研究等の質の向上」から「第９ その他業務運営」までにおいて使用する。 

 

特記事項 

〇 経済情報学部では、特別演習プログラムにより一定数の優秀な学部生を継続的に確保できており、学部生の大学院への進学と大学院の定員充足を図

るために早期履修制度と秋入学制度を創設する学則・内規等の改定案を策定した。 

〇 尾道市教育委員会の協力依頼を受け、尾道市内の小学校教員を対象に日本文学科教員の指導や本学学生の実践演習によるビブリオバトル研修会を行

う等、地域の教育活動推進事業に貢献した。 

〇 「学生生活実態調査」を実施し、本学に学ぶ学生の生活や修学の状況、課外活動、アルバイトなど、学生生活を支援するための基礎データを収集し

た。なお、その結果を報告書に取りまとめ、学内外に公開した。 

〇 経済的理由により授業料納付が困難かつ学業成績が良好な学生に対する授業料減免制度を拡充し、学生への経済的支援の充実を図った。結果、授業

料減免者が前年度５名から５６名へと増加した。 

〇 台湾の華梵大学、ベトナムのハノイ大学と新規に交流協定を締結したことにより、本学との協定校は 4カ国、12校となった。また、美術学科では台

湾の国立嘉義大学と本学では初めてとなる国際交流展を実施した。 

〇 西日本豪雨災害等の大規模災害に際して、関係機関と連携を図り、最善策を講じるとともに、学生、教職員が、地域の災害ボランティア活動を行う
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等、災害時における地域と連携した危機管理対応を行った。 

  ※ 「第４ 教育研究等の質の向上」から「第９ その他業務運営」までにおける特記事項を記載する。 

 

 

第１０ 予算、収支計画及び資金計画 

 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

 

第１１ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実  績 

（１）短期借入金の限度 

１億円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り

入れることが想定される。 

（１）短期借入金の限度 

１億円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生

等により緊急に必要となる対策費として借り

入れることが想定される。 

該当なし 

 

 

 

第１２ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 
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中期計画 年度計画 実  績 

なし なし 該当なし 

 

 

第１３ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実  績 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善のための費用に充て

る。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善のための費用に充

てる。 

該当なし 

 

 

 

第１４ 尾道市の規則で定める業務運営に関する事項 

中期計画 年度計画 実  績 

（１）積立金の処分に関する計画 

   なし 

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

   なし 

（１）積立金の処分に関する計画 

   なし 

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

   なし 

該当なし 

 

 

 



平成３０年度 
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退学率（除籍者込）一覧

平成 31 年 3 月 31 日現在 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 

退学者(人) 退学率 退学者(人) 退学率 退学者(人) 退学率

経済情報学部 26 2.8％ 17 1.8％ 17 1.8％ 

経済情報学科 26 2.8％ 17 1.8％ 17 1.8％ 

芸術文化学部 7 1.5％ 6 1.3％ 14 3.0％ 

日本文学科 5 2.2％ 3 1.3％ 8 3.3％ 

美術学科 2 0.9％ 3 1.3％ 6 2.6％ 

学部計 33 2.4％ 23 1.6％ 31 2.2％ 

経済情報研究科 － － － － － －

日本文学研究科 1 25％ － － － －

美術研究科 － － － － 1 3.4％ 

研究科計 1 3.3％ － － 1 2.6％ 

※退学率：退学者数／学生数
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就職率・進学率

就職状況（平成 31 年 3 月卒業生） 

令和元年 5 月 1 日現在 

学部・学科
卒業生数 進学者数

就職

希望者数

就 職 者

総数
就職希望者

就職率
県内 県内比率

人（A） 人（B） 人（C） 人（D） （D／C） 人（E） （E／D） 

経済情報

学部
経済情報学科 199 2 184 182 98.9% 49 26.9% 

学 部 計 199 2 184 182 98.9% 49 26.9% 

芸術文化

学部

日本文学科 53 0 47 43 91.5% 14 32.6% 

美術学科 53 4 43 36 83.7% 5 13.9% 

学 部 計 106 4 90 79 87.8% 19 24.1% 

大 学 計 305 6 274 261 95.3% 68 26.1% 

前 年 度 311 24 264 252 95.5% 78 31.0% 
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外部研究資金獲得件数

平成 31 年 3 月 31 日現在 

区分 学部 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

受 託 研 究

経済情報 － － 2 

芸術文化 14 10 5 

計 14 10 7 

自己収入の額
平成 31 年 3 月 31 日現在 

（単位：千円）

区    分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

外部研究資金

受託研究・共同研究等 1,359 1,002 2,750 

科学研究費補助金 10,225 12,059 11,870 

寄附金 303,914 22,943 14,893 

計 315,498 36,004 29,513 
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公開講座等の開催状況等
平成 31 年 3 月 31 日現在

区    分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

公開講座
開催回数（回） 46 42 57 

参加者数（人） 1,676 1,738 1,851 

出前講座・セミナー
開催回数（回） 24 31 44 

参加者数（人） 672 874 1,088 

合計
開催回数（回） 70 73 101 

参加者数（人） 2,348 2,612 2,939 

公開講座の開催状況等
平成 31 年 3 月 31 日現在 

区    分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

教養講座等
開催回数（回） 19 25 27 

参加者数（人） 316 309 610 

出張講座
開催回数（回） － － －

参加者数（人） － － －

美術学科講座
開催回数（回） －   1 1 

参加者数（人） － 8 15 

コンピュータ講座
開催回数（回） 3 3 4 

参加者数（人） 219 130 119 

日本文学講座
開催回数（回） 13 12 13 

参加者数（人） 373 440 423 

ワークショップ
開催回数（回） 17 14 12 

参加者数（人） 768 851 684 

合  計
開催回数（回） 52 55 57 

参加者数（人） 1,676 1,738 1,851 
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公開講座満足度 平成 31 年 3 月 31 日現在  

アンケート 満足した人数＊ 満 足 度

回答数 A   B B／A(%) 

平成 28 年度 480 412 85.8 

平成 29 年度 382 304 79.6 

平成 30 年度 477 403 84.5 

計 1,339 1,119 83.6 

＊ ある程度満足以上を満足した人数とした。

注）公開講座アンケートについて行っているもののみ集計した。

公開講座等一覧（平成３０年度）

公開講座名称 種 別 受講者数

教養講座「映像を考える」 公開講座 25 
教養講座「外国人等への税金はどんな仕組み？」 公開講座 16 
教養講座「近世尾道の地域活性化と来訪者の力－行商人・芸能

者・医療関係者－」
公開講座 27 

教養講座「白石一郎『海狼伝』を読む」 公開講座 12 
教養講座「尾道本でビブリオバトル！」 公開講座 13 
教養講座「協働による社会的課題への取り組み」 公開講座 15 
尾道学入門「小林和作先生の思い出」 公開講座 33 
尾道学入門「私の書いた尾道」 公開講座 30 
尾道学入門「志賀直哉の尾道時代―「暗夜行路」の形成をめぐ

って―」
公開講座 22 

尾道学入門「まちづくりの物語−まち・ひと、絆をつなぐデザ

インの考察−」
公開講座 20 

尾道学入門「地域を知る・学ぶ・考える −尾道学研究会の取

り組み−」 
公開講座 16 
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公開講座名称 種 別 受講者数

国際交流センター講演会「EU in the world and EU-Japan 
relations」 

公開講座 152 

メラニー・ポコック氏講演会「Dissolving margins：溶け出す

境界」
公開講座 62 

公開ゼミナール「初心者対象古文書講座―「女大学絵抄を読む」

－」
公開講座 43 

経済情報学部公開講座「大学で何を学ぶか」 公開講座 124 
美術学科公開講座「石膏デッサンしよう」 公開講座 15 
コンピュータ公開講座「名刺を作ろう」 公開講座 22 
コンピュータ公開講座「EXCEL によるデータ分析入門」 公開講座 20 
情報科学研究会 29「ソフトウェア工学への招待 〜 ソフトウェ

アの開発・利用を研究する」
公開講座 64 

オープンデータソン in 尾道 公開講座 13 
尾道文学談話会「『雨月物語』「菊花の約」を読む（前）」 公開講座 17 
尾道文学談話会「『雨月物語』「菊花の約」を読む（後）」 公開講座 15 
尾道文学談話会「『おのみち怪談』を読む」 公開講座 21 
尾道文学談話会「『源氏物語』の読者達」 公開講座 20 
尾道文学談話会「アダム・スミス『修辞学・文学講義』を読む」 公開講座 9 
尾道文学談話会「俵屋宗達「風神雷神図屏風」～この絵はどの

ように生まれ、受け継がれたのか～」
公開講座 14 

尾道文学談話会「永井荷風『断腸亭日乗』管見－昭和 20 年夏、

岡山の 80 日」 
公開講座 12 

尾道文学談話会「『英語で発信する日本文学』の紹介」 公開講座 10 
尾道文学談話会「小津安二郎『父ありき』を見る＝読む」 公開講座 18 
尾道文学談話会「明治の国語教科書を読む」 公開講座 10 
尾道文学談話会「昔話「猫とかぼちゃ」の伝承世界」 公開講座 15 
おのみち文学三昧 公開講座 220 
公開講座「いいかげんな漢字－ことばの扉－」 公開講座 42 
ギャラリートーク進級制作展 トーク ＷＳ 37 
ギャラリートーク進級制作展 合同講評会 ＷＳ 42 
ギャラリートーク In Focus 9 トーク ＷＳ 24 
ギャラリートーク浮游—塩川髙敏展— トーク ＷＳ 82 
ギャラリートーク揺籃展 トーク ＷＳ 34 
ギャラリートーク Curriculum カリキュラムオープンキャンパス ＷＳ 171 
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ギャラリートーク第 15 回卒業制作展 トーク 1 回目 ＷＳ 116 
ギャラリートーク第 15 回卒業制作展 トーク 2 回目 ＷＳ 53 
ギャラリートーク第 13 回修了制作展  トーク ＷＳ 72 
WS「こびとになって美術館探検」 ＷＳ 38 
WS「オリジナル一コマ漫画をつくろう」 ＷＳ 11 
WS「新年のお迎え準備ーちぎり絵で亥を作ろうー」 ＷＳ 4 

注）上記に加え、経済情報学部小川研究室主催の街中ゼミ第１２弾「尾道×今治～“姉

妹都市”の未来と、私たちにできることを考える～」を全１２回開催した。

専任教員数（5 月 1 日現在） 
学部・学科 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

経済情報学部 26 27 27 

経済情報学科 26 27 27 

芸術文化学部 30 30 30 

日本文学科 15 15 15 

美術学科 15 15 15 

その他 2 2 2 

総   計 58 59 59 

※ 学長及び助手を除く
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専任職員数（5 月 1 日現在） 
区  分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

市派遣（市職員） 10 9 9 

法人職員 14 15 16 

その他 14 15 15 

総   計 38 39 40 

教員一人当たり学生数（5 月 1 日現在） 

H28 年度 H29 年度 H30 年度 

教員一人当たり学生数 23.72 24.03 25.24 

全学生数 1,376 1,418 1,431 

専任教員数 58 59 59 

注）１全学生数は大学院生を除く。

２専任教員数は学長及び助手を除く。
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外国人留学生数（5 月 1 日現在）

区   分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

経済情報学部 経済情報学科 14 18 20 

芸術文化学部

日本文学科 2 2 1 

美術学科 0 0 1 

経済情報研究科 2 1 3 

日本文学研究科 0 0 1 

美術研究科 1 1 0 

総   計 19 22 26 

※H30 年度の出身国・地域：中国 11 名、韓国 7 名、台湾 2 名、ベトナム 5 名、

マレーシア 1 名

海外語学研修参加学生数

区   分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

経済情報学部 経済情報学科 20 23 14 

芸術文化学部

日本文学科 0 4 1 

美術学科 6 1 3 

総   計 26 28 18 
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交換留学派遣学生数

区   分 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

経済情報学部 経済情報学科 0 0 0 

芸術文化学部

日本文学科 0 0 0 

美術学科 3 1 1 

総   計 3 1 1 
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国際交流連携大学一覧
大学名 国名 協定内容 締結日 学生派遣 学生受入

武漢工程大学 中国 学術交流協定 2009 年 8 月 ‐ ‐

ポートランド州立大学 アメリカ 学術交流協定 2010 年 1 月 短期語学研修 ‐

大連外国語大学 中国 学術交流協定 2010 年 12 月 短期語学研修 第３年次編入学、大学院

首都師範大学 中国
学術交流協定

留学生交流覚書

2013 年 4 月 
2013 年 12 月 

短期語学研修

長期留学 
科目等履修生 

開南大学 台湾
学術交流協定

留学生交流覚書
2015 年 2 月 短期語学研修 科目等履修生 

景文科技大学 台湾
学術交流協定

留学生交流覚書
2015 年 2 月 ‐ 科目等履修生 

国立嘉義大学 台湾

学術交流協定

留学生交流覚書

ダブルディグリー協定

学科間交流協定

2015 年 4 月 ‐
第３年次編入学

（ダブルディグリー）

国立台北教育大学 台湾
学術交流協定

留学生交流覚書
2015 年 4 月 長期留学 科目等履修生

シドニー大学 オーストラリア 協定は結んでいない ‐ 短期語学研修 ‐

貿易大学 ベトナム 
学術交流協定

留学生交流覚書
2017 年 2 月 

短期語学研修

長期留学
科目等履修生

ハワイ大学マウイカレッジ アメリカ
学術交流協定

留学生交流覚書
2017 年 9 月 短期語学研修 ‐
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華梵大学 台湾 
学術交流協定 
留学生交流覚書 

2018 年 6 月 ‐ ‐ 

ハノイ大学 ベトナム 
学術交流協定 
留学生交流覚書 

2019 年 2 月 ‐ ‐ 
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科目等履修生等の状況

区   分

H29 年度 H30 年度 

科目等

履修生
聴講生 研究生

科目等

履修生
聴講生 研究生

経済情報学部 経済情報学科 1 2 2 

芸術文化学部

日本文学科 7 3 1 3 3 

美術学科 2 2 

経済情報研究科

日本文学研究科 1 2 

美術研究科

合   計

10 3 4 5 5 2 

17 12 

科目等履修生：本学の学生以外の者で本学において特定の授業科目の履修を志願する者（単位認定あり）

聴講生：本学の学生以外の者で本学において特定の授業科目の聴講を志願する者（単位認定なし）

研究生：本学の学生以外の者で本学において特定の専門事項に関し研究することを志願する者
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入試の状況（学部） 
 

 単位 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

志願者数 人 1,924 1,890 2,087 

志願倍率 倍 6.4 6.3 7.0 

定員達成率（入学者数／入学定員） ％ 117.7 121.7 112.3 

収容定員率（学部生数／収容定員数） ％ 114.7 118.2 119.3 

実志願者数（本学前期・後期併願を 
除いた数） 

人 1,605 1,581 1,798 

志願者に占める県内志願者の割合 ％ 25.7 24.6 22.2 

入学者に占める県内出身者の割合 ％ 24.6 26.0 23.1 

受験生に占める女子学生の割合 ％ 49.0 51.0 45.5 

一般入試による入学者割合 ％ 71.9 72.6 70.0 

推薦入試入学者数 人 100 100 101 

推薦入試志願倍率 倍 2.5 2.7 2.3 

私費外国人留学生入試入学者数 人 3 7 4 

受験上の配慮者数 人 1 2 1 
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科研費補助金の応募・採択状況 
【代表者 新規申請】                                      （金額単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

教員数 応募 採択 交付額 
一人当

り件数 
採択率 教員数 応募 採択 交付額 

一人当

り件数 
採択率 教員数 応募 

学長 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 

経済

情報

学部 

経済情報学科 27 
10 

(1)*1 
3 3,380 0.37 30% 26 12 3 4,160 0.46 25% 25 

11 
(2)*2 

合  計 27 10 3 3,380 0.37 30% 26 12 3 4,160 0.46 25% 25 11 

芸術

文化

学部 

日本文学科 15 8 0 0 0.53 0% 15 8 1 390 0.53 12.5% 15 4 

美術学科 15 4 1 910 0.27 25% 15 3 1 1,560 0.2 33% 15 3 

合  計 30 12 1 910 0.4 8.3% 30 11 2 1,950 0.37 18% 30 7 

その他   0 1 0 0 0.5 0% 4  1 0 0 0.25 0 4 2 

総 合 計 60 23 4 4,290 0.37 18.2% 61 24 5 6,110 0.39 20.8% 60 20 

*1：他大学での申請が 1 件あり。 
*2：他大学での申請が 2 件あり。 
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【共同申請 新規申請】                                     （金額単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

教員数 応募 採択 交付額 
一人当

り件数 
採択率 教員数 応募 採択 交付額 

一人当

り件数 
採択率 教員数 応募 

学長 1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 0 

経済

情報

学部 

経済情報学科 27 
3 

(2)*1 
3 520 0.11 100% 27 2 0 0 0 0 25 6 

合  計 27 3 3 520 0.11 100% 27 2 0 0 0 0 25 6 

芸術

文化

学部 

日本文学科 15 7 4 884 0.47 57% 15 1 0 0 0 0 15 1 

美術学科 15 0 0 0 0 0 15 0 0 0 0 0 15 0 

合  計 30 7 4 884 0.23 57% 30 1 0 0 0 0 30 1 

その他   0  0  0   0   0   0 4  0 0 0 0 0 4 0 

総 合 計 60 10 7 1,404 0.17 70% 60 3 0 0 0 0 60 7 

 
*1：他大学での申請が 2 件あり。 
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【代表者・共同申請 継続】                                       （金額単位：千円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 

採択 交付額 採択 交付額 

代 表 共 同  計  代 表 共 同  計  代 表 共 同  計  代 表 共 同  計  

学長 1 0 1 1,560 0 1,560 1 0 1 1,430 0 1,430 

経済

情報

学部 

経済情報学科 3 2 5 2,600 300 2,900 4 4 4 2,535 885 3,420 

合  計 3 2 5 2,600 300 2,900 4 4 4 2,535 885 3,420 

芸術

文化

学部 

日本文学科 1 3 4 910 345 1,255 1 7 8 780 845 1,625 

美術学科 1 0 1 650 0 650 1 0 1 910 0 910 

合  計 0 0 0 0 0 0 2 7 9 1,690 845 2,535 

総 合 計 6 5 11 5,720 645 6,365 7 11 14 5,655 1,730 7,385 
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外部資金受入状況 
平成 31 年 3 月 31 日現在 （単位：円）  

区分 学部 
H29 年度 H30 年度 

件数 研究費総額 件数 研究費総額 

受 託 研 究 等  

経済情報 － － 2 1,896,000 

芸術文化 10 1,002,780 5 854,780 

計 10 1,002,780 7 2,750,780 

共 同 研 究 

経済情報 － － － － 

芸術文化 － － － － 

計 － － － － 

合   計  10 1,002,780 14 2,750,780 

 

教育研究支援プログラム 
申請・採択一覧 

                             令和元年 5 月 1 日現在 

 H29 年度 H30 年度 

申請 採択 継続 申請 採択 継続 

COC+地（知）の拠点整備事業 － － 1 － － 1 

公益財団法人エネルギア文化・ス

ポーツ財団助成金 
－ － － 1 1 － 

天文学普及・啓発支援事業助成金 － － － 1 1 － 

日本産業科学研究所助成金 － － － 1 1 － 

天文学財団国際研究集会参加助成

金 
－ － － 1 1 － 

浦上奨学会研究助成金 － － － 1 1 － 

合   計 － － 1 5 5 1 
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採択金額（合計） 

                    令和元年 5 月 1 日現在 （単位：千円） 

  H29 年度 H30 年度 

新   規 0 1,684 
継   続 750 750 

合   計 750  2,434  

 
入試広報の状況 

令和元年 5 月 1 日現在 （単位：千円） 

 単位 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

オープンキャンパス、大学説明会参加者総

数 
人 1,700 1,750 2,100 

オープンキャンパス、大学説明会参加者規

模（入学定員に対しての参加者倍率） 
％ 567 583 700 

オープンキャンパス、大学説明会参加者の

入学率（新入生アンケートによる） 
％ 32.7 32.3 48.9 

受験にあたりオープンキャンパス、大学説

明会等の満足度（新入生アンケートによる） 
％ 96.0 96.1 94.3 

教員による体験授業（模擬授業）開催数 回 4 5 7 

進学相談会 回 44 57 73 

本学を訪問した件数 件 10 22 20 

出願実績校数 校 627 624 678 

入学案内の広報物が入学理由になった割合 
（新入生アンケートによる） 

％ 56.3 55.7 48.6 
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貸 借 対 照 表 
（平成31年3月31日現在） 

 
（単位：千円） 

資産の部 
Ⅰ 固定資産 
１ 有形固定資産         

 土地    824,816     
 建物  3,123,700       
  減価償却累計額  △405,931  2,717,769     

 建物附属設備  145,627       
  減価償却累計額  △20,594  125,032     

 構築物  109,121       
  減価償却累計額  △14,614  94,507     

 機械装置  1,622       
  減価償却累計額  △1,216  405     

 工具器具備品  342,647       
  減価償却累計額  △137,774  204,873     

 図書    476,535     
 美術品・収蔵品    34,985     
 車両運搬具  10,571       
  減価償却累計額  △4,805  5,765     

  有形固定資産合計    4,484,690     
２ 無形固定資産         

 ソフトウェア    3,624     
 電話加入権    0     

  無形固定資産合計    3,624     
３ 投資その他の資産         

 長期前払費用    66     

  投資その他の資産合計    66     

   固定資産合計      4,488,382   
         
Ⅱ 流動資産         
 現金及び預金    442,952     
 未収入金    2,348     
 たな卸資産    111     
 前払費用    836     
 立替金    1,340     

   流動資産合計      447,588   

    資産合計        4,935,971 
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負債の部         

Ⅰ 固定負債         

 資産見返負債         

  資産見返運営交付金等  154,380       

  資産見返寄附金  306,326       

  資産見返物品受贈額  336,795  797,503     

 長期未払金         

 長期リース債務    144,411     

   固定負債合計      941,914   

Ⅱ 流動負債         

 預り補助金等    635     

 寄附金債務    135     

 前受受託研究費    648     

 未払金    123,291     

 リース債務    54,389     

預り科学研究費補助金等    3,878     

 預り金    36,955     

   流動負債合計      219,933   

    負債合計        1,161,848 
 
 
          
純資産の部         

Ⅰ 資本金         

 地方公共団体出資金    2,175,116     

   資本金合計      2,175,116   

Ⅱ 資本剰余金         

 資本剰余金    1,723,393     

  損益外減価償却累計額    △399,695     

   資本剰余金合計      1,323,698   

Ⅲ 利益剰余金        

 教育研究充実積立金    196,538     

 当期未処分利益    78,768     

（うち当期総利益 78,768）        

    利益剰余金合計     275,307   

   純資産合計        3,774,122 

     負債純資産合計        4,935,971 
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損 益 計 算 書 
（平成30年4月1日～平成31年3月31日） 

（単位：千円） 
経常費用        

  業務費        

  教育経費   194,734     

  研究経費   32,855     

  教育研究支援経費  16,244     

  受託研究費   671     

  受託事業費   150     

  役員人件費   17,378     

  教員人件費   671,547     

  職員人件費   223,463  1,157,045   

 一般管理費     150,402   

 財務費用        

  支払利息   414  414   

 経常費用合計       1,307,863 

経常収益        

 運営費交付金収益    416,441   

 授業料収益     738,510   

 入学金収益     146,329   

 検定料収益     40,786   

 受託研究収益  1,522  1,522   

 受託事業等収益  250  250   

 補助金等収益     1,798   

 寄附金収益     9,811   

 財務収益        

  受取利息   0  0   

 資産見返負債戻入       

  資産見返運営費交付金等戻入  7,689     

  資産見返寄附金戻入  12,697     

  資産見返物品受贈額戻入  754  21,141   

 雑益        

  財産貸付料収益  1,451     

  証明書手数料収益  125     

    公開講座等収益  30     

  科学研究費補助金間接経費収益  2,485     

  その他間接経費収益  540     

  大学入試センター試験事業収益  3,442     

  その他雑益   1,963  10,038   

 経常収益合計       1,386,632 

経常利益       78,768 
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臨時損失     －  － 

臨時利益    －  － 

当期純利益       78,768 

当期総利益       78,768 
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キャッシュ・フロー計算書 
（平成30年4月1日～平成31年3月31日） 

（単位：千円） 
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 
 原材料、商品又はサービスの購入による支出 △164,771 
 人件費支出 △881,862 
 その他の業務支出 △121,490 
 運営費交付金収入 416,441 
 授業料収入 733,060 
 入学金収入 146,329 
 検定料収入 40,786 
 受託研究収入 412 
 受託事業等収入 250 
 補助金等収入 2,434 
 寄附金収入 6,135 
 その他の業務収入 9,812 
     預り金の増減 △3,591 

   業務活動によるキャッシュ・フロー 183,946 
   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
 定期預金の預入れによる支出 △100,000 
 有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △58,744 

 小 計 △158,744 
 利息及び配当金の受取額 0 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △158,743 
   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
 リース債務の返済による支出 △54,987 

 小 計 △54,987 
 利息の支払額 △381 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △55,369 
   

Ⅳ 資金減少額 △30,165 
   

Ⅴ 資金期首残高 373,118 

   

Ⅵ 資金期末残高 342,952 
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行政サービス実施コスト計算書 
（平成30年4月1日～平成31年3月31日） 

（単位：千円） 
Ⅰ 業務費用       

  (1)損益計算書上の費用       
 業務費  1,157,045     
 一般管理費  150,402     
 財務費用  414  1,307,863   

        
  (2)（控除）自己収入等       
 授業料収益  △738,510     
 入学料収益  △146,329     
 検定料収益  △40,786     
 受託研究収益  △1,522     
 受託事業等収益  △250     
 寄附金収益  △9,811     
 財務収益  △0     
 雑益  △7,552     
 資産見返寄附金戻入  △12,697  △957,461   
        
  業務費用合計      350,401 
        
Ⅱ 損益外減価償却相当額      94,151 
        
Ⅲ 引当外賞与増加見積額      597 
        
Ⅳ 引当外退職給付増加見積額      24,687 
        
Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用  －    － 
        
Ⅵ 行政サービス実施コスト      469,838 
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利益の処分に関する書類 
第７期 

（平成30年4月1日～平成31年3月31日） 
（単位：円） 

 
Ⅰ 当期未処分利益     78,768,667 
      
  当期総利益   78,768,667   
      
      
Ⅱ 利益処分額      

  積立金      
      
  地方独立行政法人法第40条第3     

  項により設立団体の長の承認を     

  受けようとする額     

   教育研究の質の向上及び運営      

組織の改善目的積立金 78,768,667  78,768,667  78,768,667 
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（重要な会計方針） 
１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 
    期間進行基準を採用しています。 
    なお、退職手当については、費用進行基準を採用しています。 
 
 
２ 減価償却の会計処理方法 
  (1) 有形固定資産 
      定額法を採用しています。 
      耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の耐用

年数は次のとおりになっています。 
       建物       10年～47年 
       建物附属設備    8年～34年 
       構築物      10年～47年 
       機械装置      9年 
       工具器具備品    3年～14年 
       車両運搬具     4年～ 6年 
      ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数としています。 
      法人化に当たり尾道市から承継した固定資産については、尾道市における承継時の残

存耐用年数（1年未満のものは1年）をもって、耐用年数としています。 
      また、特定の資産（地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（以

下「会計基準」といいます。）第87）の減価償却費相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 
 
  (2) 無形固定資産 
      定額法を採用しています。 
      なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（5年）

で償却を実施しています。 
 
 
３ 引当金の計上基準 

(1) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係

る引当金は計上していません。 
      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基

準第89に基づき計算された退職給付債務に係る当該事業年度の増加額を記載していま

す。 
 
  (2) 賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 
      賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は

計上しておりません。 
      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度

末における引当外賞与見積額から当事業年度首における同見積額を控除した額を記載

しています。 
 
 
４ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
   地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 
     決算日における新発10年国債利回りがマイナスであるため、0％で計算しています。 
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５ リース取引の会計処理 
    リース料総額が300万円以上の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。リース料総額が300万円未満のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ています。 
 
 
６ 消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方法によっています。 
 
 
７ 財務諸表及び附属明細書の表示単位 
    千円未満切捨てにより表示しています。ただし、利益処分に関する書類については、円単

位で表示しています。 
 
 
（注記事項） 
１ 貸借対照表関係 
   運営費交付金から充当されるべき 
      退職給付見積額                        286,433千円 
      （尾道市からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から除いています。） 
      賞与見積額                           52,448千円 
      （尾道市からの派遣職員に対する賞与見積額を含んでいます。） 
 
 
２ キャッシュ・フロー計算書関係 
  (1) 資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳 
      平成31年3月31日現在 
          現金及び預金                      442,952千円 
          定期預金                      △100,000千円 

資金期末残高                      342,952千円 
 
  (2) 重要な非資金取引 
     (a)現物寄附による有形固定資産の取得                               5,556千円 
     (b)ファイナンス・リースによる資産の取得                       42,106千円 
 
 
３ 行政サービス実施コスト計算書関係 
  (1) 引当外退職給付増加見積額及び引当外賞与増加見積額の中には、尾道市からの派遣職員に

係るものも含まれています。 
  (2) 機会費用の内訳 
       設立団体に係る額                            －千円 
 
 
４ 金融商品の時価等 
  (1) 金融商品の状況に関する事項 
      資金運用については、短期的な預金並びに国債、地方債等に限定しています。 
      また、リース取引を固定資産の取得に利用しています。 
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  (2) 金融商品の時価等に関する事項 
      期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

す。 
                                    （単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 
(1)現金及び預金 442,952 442,952 － 

(2)リース債務 (198,801) (194,686) 4,114 
(3)未払金 (123,291) (123,291) － 

(注1) 負債に計上されているものは、( )で示しています。 
(注2) 金融商品の時価の算定方法 

      (1) 現金及び預金 
         これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっています。 
      (2) リース債務 
        リース債務の時価については、リース取引を行った場合に想定される利率で割り

引いて算定される方法によっています。 
            (3) 未払金 
                未払金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっています。 
 
 
５ 重要な債務負担行為 
    記載事項はありません。 
  
６ 重要な後発事象 
    記載事項はありません。 
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附 属 明 細 書 
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(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「会計基準第 87 特定の償却資産の減価に係る会計 
処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細 

期首 当期 当期 期末 差引当期末
残高 増加額 減少額 残高 当期償却額 残高

建物 283,404 2,318 - 285,722 40,553 10,348 245,169

建物附属設備 47,691 5,637 - 53,328 6,535 3,191 46,793

構築物 2,646 6,372 - 9,018 1,535 359 7,483

機械装置 1,622 - - 1,622 1,216 173 405

工具器具備品 296,671 42,106 3,477 335,300 130,595 55,532 204,705 ※１

図書 458,977 17,792 235 476,535 - - 476,535

車両運搬費 10,571 - - 10,571 4,805 1,738 5,765

計 1,101,582 74,225 3,712 1,172,095 185,241 71,343 986,853

建物 2,837,977 - - 2,837,978 365,377 84,950 2,472,601

建物附属設備 92,298 - - 92,298 14,058 4,892 78,240

構築物 100,103 - - 100,103 13,078 3,687 87,025

工具器具備品 7,347 - - 7,347 7,179 621 167

計 3,037,727 0 0 3,037,727 399,693 94,151 2,638,034

土地 824,816 - - 824,816 - - 824,816

美術品・収蔵品 34,985 - - 34,985 - - 34,985

計 859,801 0 - 859,801 - - 859,801

土地 824,816 - - 824,816 - - 824,816

建物 3,121,382 2,318 - 3,123,700 405,931 95,298 2,717,769

建物附属設備 139,989 5,637 - 145,627 20,594 8,084 125,032

構築物 102,749 6,372 - 109,121 14,614 4,047 94,507

機械装置 1,622 - - 1,622 1,216 173 405

工具器具備品 304,018 42,106 3,477 342,647 137,774 56,153 204,873 ※１

図書 458,977 17,792 235 476,535 - - 476,535

美術品・収蔵品 34,985 - - 34,985 - - 34,985

車両運搬費 10,571 - - 10,571 4,805 1,738 5,765

計 4,999,108 74,225 3,712 5,069,620 584,936 165,495 4,484,690

ソフトウェア 4,613 - 988 3,624 - - 3,624

電話加入権 0 - - 0 - - 0

計 4,613 0 988 3,624 0 0 3,624

長期前払費用 90 40 64 66 - - 66

計 90 40 64 66 - - 66

※１　工具器具備品の減少は、ファイナンスリース期間満了によるものです。

　　　 工具器具備品の増加は、主としてファイナンスリース増加によるものです。

投資その他の
資産

資産の種類
  減価償却累計額

摘要

(単位：千円）

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
合　　　　　計

有形固定資産
(償却費損益内)

有形固定資産
(償却費損益外)
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(2)  たな卸資産の明細 

当期購入

・製造・振替

貯蔵品 194 - - 82 - 111

合計 194 - - 82 - 111

(単位：千円)

期末残高 摘要種類 期首残高

当期増加額 当期減少額

その他 払出・振替 その他

 
 
 
(3)  有価証券の明細 
 
     該当事項はありません。 
 
 
(4)  長期貸付金の明細 
 
     該当事項はありません。 
 
 
(5)  長期借入金の明細 
 
     該当事項はありません。 
 
 
(6)  引当金の明細 
 
      該当事項はありません。 
 
 
(7)  資産除去債務の明細 
 
     該当事項はありません。 
 
 
(8)  保証債務の明細 
 
     該当事項はありません。 
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(9)  資本金及び資本剰余金の明細 

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

地方公共団体出資金 2,175,116 - - 2,175,116

計 2,175,116 - - 2,175,116

資本剰余金

無償譲与 47,201 - - 47,201

施設費 1,626,804 - - 1,626,804

目的積立金 48,160 - - 48,160

授業料 1,226 - - 1,226

寄附金等 0 - - 0

計 1,723,393 1,723,393

損益外減価償却累計額 △ 305,543 △ 94,151 - △ 399,695 ※1

計 1,417,849 △ 94,152 - 1,323,698

(単位：千円)

※1　会計基準第８７に規定されている特定の償却資産の償却に伴う増加です。

区分

資本金

資本剰余金

 

 

 

(10)  積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

 

積立金の明細 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

教育研究の質の向上及び組織運
営の改善目的積立金

195,800 738 - 196,538 ※1

積立金 - - - -

合計 195,800 738 0 196,538

(単位：千円)

※1　当期増加額は、前期未処分利益から尾道市長の承認のうえで積み立てられたものです。
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(11)  運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 
 
  (11) －1  運営費交付金債務 

平成30年度 - 416,441 416,441 - - 416,441 -

合計 - 416,441 416,441 - - 416,441 -

　資産見返運営
　費交付金等

(単位：千円)

交付年度 期首残高
交　付　金

当期交付額

当期振替額

運営費交
付金収益

期末残高
資本剰余金 小計

  
 
 
   (11) －2  運営費交付金収益 

(単位：千円)

業務等区分 平成30年度交付金 合計

期間進行基準 320,793 320,793

費用進行基準 95,648 95,648

合計 416,441 416,441  
 
 
(12)  運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細 
 
   補助金等の明細 

(単位：千円)

資産見返
補助金等

建設仮勘定
見返補助金等

収益計上 預り補助金等

平成30年度 2,434 - - 1,798 635

合計 2,434 - - 1,798 635

当期振替額

区分 当期交付額 摘要
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(13)  役員及び教職員の給与の明細 

(単位：千円、人)

支給額 支給人員 支給額 支給人員

(873) (7) - -

14,777 1 - -

(100,851) (338) - -

622,512 83 65,911 4

(101,724) (345)

637,289 84 65,911 4

退職給付
区分

役員

教職員

合計

報償又は給与

注)1 役員に対する報酬等の基準及び教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 
   公立大学法人尾道市立大学役員報酬規程、公立大学法人尾道市立大学役員退職手当規程、公立大学法人尾道市立 
   大学教職員給与規程、公立大学法人尾道市立大学退職手当規程及び公立大学法人尾道市立大学非常勤教職員就業規

則に基づいています。 
注)2 支給人員は、年間平均支給人員を記載しています。 
注)3 (   )内の数字については、非常勤の役員及び教職員に対する支給額及び人数を外数で記載しています。 
注)4 上記明細には法定福利費は含まれていません。 
注)5 上記明細には受託研究費等及び受託事業等による人件費は含まれていません。 

 
 
(14)  開示すべきセグメント情報 
 
  当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略しています。 

 

 
(15)  業務費及び一般管理費の明細 

（単位：千円） 

     
 教育経費     

  消耗品費   11,620   

  管理物品費   4,901   

  印刷製本費   5,834   

  水道光熱費   12,593   

  旅費交通費   5,586   

  通信運搬費    1,457   

  賃借料   731   

  保守費   50,158   

  修繕費   86   

  損害保険料   2  

  広告宣伝費   218   

  諸会費   426   

  会議費等   5   

  報酬・委託・手数料   13,995   

  奨学費   30,336   

  減価償却費   50,425   
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  貸倒損失   2,277   

  雑費   32   

  学生援助費   4,000    

  賃金    44  194,734  
     
 研究経費     

  消耗品費   6,790   

  管理物品費   4,205   

  印刷製本費   2,417   

  水道光熱費   2,502   

  旅費交通費   12,565   

  通信運搬費   526   

  賃借料   85   

  保守費   292   

  修繕費   39   

    損害保険料   7   

  広告宣伝費   7   

  諸会費   1,397   

  会議費等   9   

  報酬・委託・手数料   1,332   

    減価償却費   227   

  雑費   163   

  賃金   283  32,855  
         
  教育研究支援経費     

   消耗品費    4,918   

  印刷製本費   835   

  水道光熱費   2,882   

  旅費交通費   145   

  通信運搬費   774   

  賃借料   4,097   

  保守費   344   

  修繕費     26   

  広告宣伝費   129   

  諸会費   143   

  報酬・委託・手数料   1,195   

  減価償却費   452   

  図書費   203   

  雑費   94  16,244  
        
 受託研究費       

 旅費交通費   39   

報酬・委託・手数料   632   671  
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受託事業費     

 報酬・委託・手数料   150  150  
         
役員人件費      

  報酬  11,697    

賞与  3,952   

  法定福利費  1,722   

  福利厚生費  4 17,378  
       
教員人件費     

常勤教員人件費  607,056   

  非常勤教員人件費  64,491 671,547  
       
  職員人件費     

   常勤職員人件費  178,836   

  非常勤職員人件費  44,627 223,463 912,389  
        
一般管理費     

消耗品費   6,197  

 管理物品費   3,810  

 印刷製本費   4,318  

 水道光熱費   17,014  

 旅費交通費   2,371  

 通信運搬費   2,385  

 賃借料   5,227  

 車両燃料費   355  

 保守費   18,177  

 修繕費   6,200  

 損害保険料   1,028  

 広告宣伝費   311  

 諸会費   1,254  

 会議費等   143  

 報酬・委託・手数料   60,304  

 減価償却費   21,226  

 交際費   46  

 租税公課   13  

 雑費   14 150,402  
     

業務費及び一般管理費の合計   1,307,448  
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(16)    寄附金の明細 
 

区  分 当期受入額（千円） 件  数（件） 摘  要 

全  学 14,893 2(2,114) ( )は現物寄附の件数で外数です。 

合  計 14,893 2(2,114)  

（注）上記のうち、奨学寄附金は 6,135 千円、現物寄附は 8,758 千円です。 
 
 
 
(17)    受託研究の明細 

（単位：千円） 

委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高 

株式会社等 
直接経費 － 1,607 1,153 453 

間接経費 － 638 444 194 

その他 
直接経費 210 159 369 － 

間接経費 － 95 95 － 

合計 
直接経費 210 1,766 1,522 453 

間接経費 － 684 490 194 

 
 
 
(18)    共同研究の明細 
 

該当事項はありません。 
 
 
 
(19)    受託事業等の明細 

（単位：千円） 

委託者等 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高 

地方公共団体 
（設立団体） 

直接経費 － 250 250 － 

間接経費 － 50 50 － 

合計 
直接経費 － 250 250 － 

間接経費 － 50 50 － 
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(20)    科学研究費補助金等の明細 
 

種  目 当期受入額（千円） 件  数（件） 摘  要 

基盤研究（Ｃ） 
 (5,455)  

   1,636   
16 

 

基盤研究（Ｂ） 
(130)  

39   
2 

 

若手研究（Ｂ） 
(2,700)  

810   
4 

 

研究成果公開促進費 
（1,100） 

  
1 

 

合  計 
(9,385)  
2,485   

23 
 

（注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として（ ）内に記載しています。 
 
 
(21)    上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 
 
   (21)－1 現金及び預金の明細 

（単位：千円） 

区   分 金  額 摘  要 

普 通 預 金 342,952   

定 期 預 金 100,000   

合   計 442,952   
 
 
  (21)－2 未払金の明細 

（単位：千円） 

区   分 金  額 摘  要 

固 定 資 産 9,116   

人 件 費 64,901   

業 務 費 13,607   

一般管理費 22,081   

リース債務 33   

預 り 金 6,971   

そ の 他 6,580   

合    計 123,291   
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  (21)－3 リース債務の明細 
（単位：千円） 

区   分 金  額 うち 1 年以内返済額 

教育経費 191,463  52,793  

一般管理費 7,337  1,596  

合  計 198,801  54,389  

 
 

(21)－4 資産見返運営費交付金等の明細 
（単位：千円） 

区   分 金  額 

建    物 4,951   

建物附属設備 34,534  

構  築  物 7,773  

工具器具備品 6,133  

車両運搬具 5,765  

図    書 94,236  

ソフトウェア 988  

合    計 154,380  

 
 

(21)－5 資産見返寄附金の明細 
（単位：千円） 

区   分 金  額 

建    物 242,856  

建物附属設備 11,244  

工具器具備品 3,550  

図    書 48,676  

合    計 306,326  

 
 
  (21)－6 資産見返物品受贈額の明細 

（単位：千円） 

区   分 金  額 

構  築  物 535  

機 械 装 置 406  

工具器具備品 403  

図    書 335,451  

合    計 336,795  

 
 
 



平成３０年度

決 算 報 告 書

自 平成３０年 ４月 １日

至 平成３１年 ３月３１日

公立大学法人尾道市立大学



平成３０年度 決算報告書

公立大学法人尾道市立大学

（単位：百万円）

区分 予算 決算 差額

（決算―予算）

備考

収入

運営費交付金収入

補助金収入

学生等納付金収入

雑収入

外部資金等収入

短期借入収入

計

４１８

１

９４０

６

８

０

１，３７３

４１６

２

９２０

７

１１

０

１，３５７

△２

１

△１９

１

３

０

△１６

（注１）

支出

一般管理費

人件費

教育研究経費

外部資金等経費

補助金事業経費

施設等整備費

計

１２６

９３９

２９９

８

１

０

１，３７３

１２７

９０３

２２０

９

１

１４

１，２７７

１

△３６

△７８

１

１

１４

△９６

（注２）

（注３）

（注４）

収入―支出 ０ ７９ ７９

○予算と決算の差異について

（注１）休学者及び退学者等の増加による学生数の減少並びに授業料免除対象者の増加等により、予

算額に比して決算額が減少しました。

（注２）人員の欠員及び退職者増加による差異により、予算額に比して決算額が減少しました。

（注３）入札残等による経費の抑制を図ったことにより、予算額に比して決算額が減少しました。

（注４）耐震改修、故障等による施設更新により、予算額に比して決算額が増額しました。

○損益計算書の計上金額と決算額の差異について

（１）決算報告書では、当該年度に取得した固定資産取得額を計上しています。

また、減価償却費は計上していません。

（２）損益計算書では授業料及び入学金の減免額を収益計上し、かつ、奨学費として費用計上して

いますが、決算報告書では、計上していません。






